


 
 

 

  



 

   

は じ め に 
 

少子高齢化や人口減少の進行に伴う労働人口の減少、加

えて家族形態やライフスタイルの多様化など、わたしたち

を取り巻く社会経済情勢は大きく変化しています。そのよ

うな中、職場・家庭・地域など様々な場面において、誰も

が性別にかかわりなくお互いの人権を尊重し、自分らしく

その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実

現が、ますます重要な課題となっています。 

本市では、平成１４（２００２）年３月に小松島市男女

共同参画計画「こまつしま女
ひと

と男
ひと

のハーモニープラン」を

策定し、平成２６（２０１４）年３月の「第２次小松島市

男女共同参画計画」の改訂を経て、これまで男女共同参画

社会実現のための様々な取組を進めてまいりました。その成果は着実に表れつつあるものの、そ

の一方で今なお、固定的な性別役割分担意識や社会での男女の格差、配偶者等からの暴力等とい

った課題が残されています。 

このような状況を踏まえ、本市では第２次計画からの課題を継承するとともに新たな課題を盛

り込み、今後取り組むべき様々な施策を定めた「第３次小松島市男女共同参画計画」を策定いた

しました。 

本計画では、「持続可能な多様性尊重のまちづくり」を基本理念とし、この基本理念の基で全て

の市民が互いに支えあいながら、それぞれが輝きを放つことができるまちづくりの実現を目指し

ます。このような取組により、子育て世代の方々から高齢者の方々までが居心地がいいと感じ、

本市に住みたいと思っていただけるようになることで、少子化・人口減少対策にもつなげてまい

りたいと考えております。 

今後も、市民の皆様や事業者の皆様、関係機関・団体等の皆様との連携、協働を図りながら、

男女共同参画社会の実現に向けて積極的に取り組んでまいりたいと考えておりますので、一層の

ご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

結びに、計画の策定にあたり、小松島市男女共同参画計画策定懇談会の委員の皆さまをはじめ、

貴重なご意見をいただきました多くの方々に心から感謝申し上げます。 

 

     令和６（２０２４）年３月 

  

                     小松島市長  中 山 俊 雄 
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 第１章  

計画策定にあたって  
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1.  計画策定の趣旨 
日本ではジェンダー平等*に対する意識が徐々に高まり、女性が社会で活躍する機会が増え、男

性も家事や育児、介護に積極的に参加するようになっています。それでもなお、性別に基づく固

定的な役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）は根強く残り、職場等で

の男女平等を促進するための施策や家庭内暴力対策が必要とされています。さらに、少子高齢化

の進行、雇用形態の多様化、個々の価値観やライフスタイル*の変化により、介護や育児の負担が

増加したり、失業による生活の困窮等が問題となっています。これらの現代的課題に対処するた

め、引き続き男女共同参画社会*実現に向けた取組が求められています。 

小松島市（以下、「本市」という。）では、平成１４（２００２）年３月に「小松島市男女共同

参画計画（こまつしま女
ひと

と男
ひと

のハーモニープラン）」を策定し、その後の進展を経て、平成２６

（２０１４）年３月に「第２次小松島市男女共同参画計画」を策定し、これらの計画に基づき男

女共同参画社会*実現のための様々な取組を進めてまいりました。第２次計画の期間が満了するこ

とから、本市では、少子高齢化の更なる進行や人口減少等の社会経済情勢の変化に対応するため、

国や県の関連計画との調和を考慮しつつ、市民や企業からのアンケート調査結果を基に現状と課

題を分析し、本市が今後取り組むべき施策の方向性と内容を明らかにした「第３次小松島市男女

共同参画計画」を策定するものです。 

 

2.  計画策定の背景 
 

（１）男女共同参画に係る世界の歩み   

国際連合（以下、「国連」という。）は、昭和５０（１９７５）年を「国際婦人年*」と定め、女

性の自立と地位向上を目指して国際的に取り組むことを宣言しました。同年、第１回世界女性会

議*がメキシコで開催され、「世界行動計画」が採択され、続く十年間を「国連婦人の１０年*」と

定め、加盟国に女性の地位向上のための計画の推進を呼びかけました。 

昭和５４（１９７９）年には女子差別撤廃条約が採択され、昭和６０（１９８５）年には「国

連婦人の１０年最終年世界会議」がナイロビで開催され、「婦人の地位向上のためのナイロビ将来

戦略」（ナイロビ将来戦略）が採択されました。また、平成７（１９９５）年には、第４回世界女

性会議*が北京で開催され、女性のエンパワーメント*、女性の人権の尊重、パートナーシップの

強化を柱とする「北京宣言及び行動綱領*」が採択されました。この行動綱領では、１２の重大問

題領域について各国政府等の具体的取組指針が示されました。 

平成１２（２０００）年のニューヨークにおける「女性２０００年会議」では、「成果文書」と

「政治宣言」が採択され「北京行動綱領」の実施促進が確認され、平成１７（２００５）年の

「第４９回国連婦人の地位委員会」で実施状況の評価・見直しを行うとともに、更なる実施に向

けた戦略や今後の課題について協議し、これらの完全実施に向けた一層の取組を国際社会に求め

る宣言が採択されました。 
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平成２２（２０１０）年、「第５４回国連婦人の地位委員会」がニューヨークの国連本部で開催

され、「北京宣言及び行動綱領*」の実施状況が再確認され、同年、ＡＰＥＣ女性リーダーズネッ

トワーク会合において「ＡＰＥＣ首脳及び閣僚への提言｣が採択されました。この提言は、組織内

での女性のキャリア構築、女性起業家の支援、および性別平等の推進を含む３つの重点領域に焦

点を当てた政策提案を要請するものでした。これにより、ＡＰＥＣ加盟国は女性の経済参画とエ

ンパワーメント*を促進するための具体的な行動計画の策定を目指しています。 

平成２３（２０１１）年には「ジェンダー平等*と女性のエンパワーメント*のための国連機関」

（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）が設立され、女性に関する４つの国際機関が統合されました。同年２月か

ら３月にかけての「第５５回国連婦人の地位委員会」では、ジェンダー平等*と女性のエンパワー

メント*に関する取組が強化されました。 

平成２７（２０１５）年には、持続可能な開発のための２０３０アジェンダが採択され、１７

の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の一つに、ジェンダー平等*を推進する目標が設定されました。

この目標は、ジェンダー平等*の達成と全ての女性と女児のエンパワーメント*を世界中で進める

ことを目的としています。 

令和４（２０２２）年９月にタイのバンコクで開催されたＡＰＥＣの「女性と経済フォーラム」

では、「女性の経済的自立の確立」について議論されました。同年６月には、ドイツのエルマウで

Ｇ７サミットが開催され、首脳宣言において、ジェンダー平等*を全ての政策分野で主流化させる

ことや、ジェンダー平等*の達成状況を監視する仕組みの導入について言及がありました。 

なお、令和５（２０２３）年に発表された「ジェンダー・ギャップ*指数」によると、日本は 

１４６カ国中１２５位と、ＯＥＣＤ加盟国の中でも低い順位に留まっており、政治や経済活動の

分野での男女間格差が特に顕著です。 

 

（２）日本政府における近年の動向  

昭和６０（１９８５）年には、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保に関する

法律（男女雇用機会均等法）*」が制定され、職場における性別による差別をなくすための一歩が

踏み出されました。同じ年に、「女子差別撤廃条約」が国会で批准され、女性の権利擁護に関する

国際的な取組が強化されました。その後、平成１１（１９９９）年には、「男女共同参画社会基本

法*」が成立し、男女が共に参画する社会の基本理念が明確にされました。そして平成１３（２０

０１）年には、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）*」が

制定され、家庭内暴力に対する法的な対策が執られることになりました。 

さらに、平成２７（２０１５）年には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女

性活躍推進法）*」が制定され、女性の職業における更なる活躍を促進するための基本原則が定め

られました。続けて平成３０（２０１８）年には、政治と労働の両分野で重要な法律が成立しま

した。一つは、「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」で、これは選挙における男

女候補者の数の均等化等を目指すものです。もう一つは、「働き方改革を推進するための関係法律

の整備に関する法律」で、これは長時間労働の是正と多様で柔軟な働き方の実現等を目指すもの

です。 

これらを踏まえ、令和２（２０２０）年には、「第５次男女共同参画基本計画」が策定され、男

女共同参画社会*形成のための様々な取組が進められています。 
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（３）徳島県における近年の動向  

徳島県においては男女共同参画社会*の実現に向けた取組を進めるため、平成９（１９９７）年

に「徳島県女性総合計画（女と男（ひととひと）輝く徳島プラン）」が策定されました。 

また、平成１４（２００２）年には、「徳島県男女共同参画推進条例」が制定されました。平成

１９（２００７）年には、「徳島県男女共同参画基本計画」、平成２４（２０１２）年に「第２次

基本計画」、平成２８（２０１６）年に「第３次基本計画」、令和元（２０１９）年に「第４次基

本計画」、令和５（２０２３）年に「第５次基本計画」が策定されました。 

 

（４）小松島市の歩み 

本市では、平成６（１９９４）年に女性問題に積極的に取り組むため、教育委員会社会教育課

（平成８（１９９６）年、生涯学習課に改称）に「青少年女性係」を新たに設置しました。平成

８（１９９６）年、第３次小松島市総合計画の後期基本計画に男女共同参画の主要施策を位置づ

け、男女共同参画社会*に関する諸施策に取り組んできました。平成１０（１９９８）年、女性問

題に関する意識調査を実施し女性行政の基礎資料とするとともに、平成１１（１９９９）年、「女

と男（ひととひと）のフェスティバルｉｎこまつしま」を開催しました。 

平成１２（２０００）年には、女性政策の総合窓口として教育委員会生涯学習課内に「女性政

策室」を新設し、平成１３（２００１）年、男女共同参画社会*に関する市民意識調査を実施しま

した。また、同年、庁内組織として「小松島市男女共同参画推進本部」（本部長：市長）を設置し、

男女共同参画社会*の実現に向けて推進体制を強化しました。 

平成１４（２００２）年には、小松島市男女共同参画計画「こまつしま女
ひと

と男
ひと

のハーモニープ

ラン」を策定し、平成２３（２０１１）年度までの１０年計画とし、長期にわたり男女共同参画

社会*の実現に向けた意識啓発等の各種施策を積極的に推進してきました。 

平成１４（２００２）年度から平成１６（２００４）年度の３年間は、教育委員会生涯学習課

内に「男女共同推進室」を設置しました。平成１７（２００５）年度には、「男女共同推進室」が

担当していた業務を人権対策課に移管しました。平成１８（２００６）年度からは、人権対策課

と人権教育課との統合により、人権推進課が男女共同参画事業を担うこととなりました。 

さらに、平成２６（２０１４）年度には、第２次小松島市男女共同参画計画「こまつしま女
ひと

と

男
ひと

のハーモニープラン２」を策定し、令和５（２０２３）年度までの１０年計画として、男女共

同参画社会*の実現に向けて取り組んでまいりました。 
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3.  国・県の計画のポイント 
国及び県の計画において、重点的に取り組んだり、新たに検討すべきテーマが以下のように

挙げられています。本市の計画はこれら重点事項を踏まえ策定しました。 

 

【国の第５次計画の政策体系】 

政 策 分野 

Ⅰ あらゆる分野における 

女性の参画拡大 

第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

第３分野 地域における男女共同参画の推進 

第４分野 科学技術・学術における男女共同参画の推進 

Ⅱ 安全・安心な暮らしの 

実現 

第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

第６分野 男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の困難に対する支援

と多様性を尊重する環境の整備 

第７分野 生涯を通じた健康支援 

第８分野 防災・復興、環境問題における男女共同参画の推進 

Ⅲ 男女共同参画社会*の実現 

に向けた基盤の整備 

第９分野 男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備 

第１０分野 教育・メディア等を通じた男女双方の意識改革、理解の促進 

第１１分野 男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献 

Ⅳ 推進体制の整備・強化 － 

 

【徳島県男女共同参画基本計画（第５次）】 

基本方針 主要課題 

Ⅰ あらゆる分野で女性が 

活躍できる基盤づくり 

１．女性の職業生活における活躍を推進するための支援 

２．多様な働き方の創出による女性の活躍推進 

３．仕事と生活の調和を図るために必要な基盤の整備 

４．政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

Ⅱ 安全・安心に暮らせる 

環境づくり 

５．女性に対するあらゆる暴力の根絶 

６．生活上の困難を抱える女性等への支援 

７．生涯にわたる健康づくりへの支援 

８．防災・事前復興における男女共同参画の推進 

Ⅲ 地域でともに支え合う 

社会づくり 

９．男女共同参画の推進に向けた意識啓発 

１０．男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実 

１１．地域社会における男女共同参画の推進 

１２．誰もがいきいきと輝くダイバーシティ社会の実現 
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4.  計画の位置づけ 
○本計画は、「男女共同参画社会基本法*」第１４条第３項に規定される「市町村男女共同参画計

画」として位置づけます。 

○本計画は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）*」第２

条の３第３項に基づく「市町村基本計画」として位置づけます。 

〇本計画は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）*」第６条第

２項に基づく「市町村推進計画」として位置づけます。 

○本計画は、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律*」第８条第３項に基づく「市町村

基本計画」として位置づけます。 

○本計画は、国の「第５次男女共同参画基本計画」及び県の「第５次徳島県男女共同参画基本計

画」を勘案しながら、本市の特性や現状を踏まえて策定しています。 

○本計画は、「小松島市第６次総合計画後期基本計画」を上位計画とし、「第２期小松島市子ど

も・子育て支援事業計画」、「小松島市人権教育・啓発に関する基本計画」等、他の関連計画の

内容との整合性を図り、策定しています。 

○小松島市男女共同参画計画策定懇談会の提言や市民意識調査等の結果を反映しています。 

○広く市民の意見を反映するため市民意見公募（パブリックコメント）を実施しています。（令和

５（２０２３）年１２月） 

5.  計画の期間 
この計画は、令和６（２０２４）年度を初年度とし、令和１５（２０３３）年度までの１０年

間を計画期間として設定します。 

計画最終年度の令和１５（２０３３）年度には、各種施策・事業の進捗評価、実績評価に加え、

アンケート調査等により市民意識の把握を行うことで計画全体の達成状況を評価し、その結果を

もとに次期計画の検討を行います。 

 

【計画期間】 
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第３次小松島市男女共同参画計画 
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6.  小松島市の現況 
 

（１）人口、世帯数の推移 

本市の人口は、令和２（２０２０）年の国勢調査において、３６,１４９人で、世帯数１５,１

４１世帯、平均世帯人数２.３９人となっています。世帯数は増加傾向にありましたが、令和２

（２０２０）年には減少に転じています。また、人口及び世帯人数は減少傾向が続いています。 
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（２）女性の年齢別就業率 

本市の女性の年齢別就業率は、徳島県と似た傾向にあり２５～２９歳をピークに２０代から 

５０代まで約６割以上の就業率となっています。 

また、若干ではありますが３０代前半をボトムとするＭ字カーブ*を描いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

年齢別就業率（出典：令和２年国勢調査） 
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基本理念と基本目標  
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１.  基本理念 

本市では、平成１４（２００２）年に小松島市男女共同参画計画を策定して以降、「人権・自

立・共同のまちづくり」という基本理念の基、市民一人ひとりが固定的な役割にとらわれず、個

性と能力を発揮できる男女共同参画社会*の実現を目指して取組を進めてまいりました。計画期間

中の社会の変化は著しく、現在、社会、企業、学校及び家庭内など様々な場面において、性別、

年齢、文化、能力などにかかわらず、全ての人の多様性を尊重し、持続可能な発展を目指すこと

が求められています。 

新しい時代の要請に応えるためには、ジェンダー平等*、デジタル化、ワーク・ライフ・バラン

ス*、メンタルヘルスへの配慮など、現代社会の進歩に適応したアプローチが必要です。こうした

ことから、新たな基本理念を『持続可能な多様性尊重のまちづくり』と定め、この基本理念の基

で、全ての市民が互いに支えあいながら、それぞれの「輝き」を放つことができるまちづくりの

実現を目指します。 
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２.  基本目標 
本計画では、基本理念である『持続可能な多様性尊重のまちづくり』を実現していくために、

３つの基本目標を設定し、それぞれの基本目標における現状と課題を明らかにし、取り組むべ

き施策の方向性を位置づけ事業を推進します。 

 

Ⅰ あらゆる分野へ全ての人が活躍できる基盤づくり 

本計画の基本目標Ⅰでは、性別にかかわらず、全ての人が自分の能力と個性を活かして

様々な分野で活躍できる社会の基盤を作ることを目指しています。この目標を達成するた

めには、以下の３つの要素が重要です。 

1. 政策・方針決定過程における女性の参画拡大: 社会のあらゆる分野において、政策

方針決定過程への女性の参画拡大を促します。 

2. 多様な働き方の推進等による仕事と生活の調和の実現: フレキシブル（柔軟）な勤

務体系や在宅勤務の選択肢を増やし、仕事と家庭生活のバランスを取りやすくして

いきます。このことによって、男性も女性も、生活の質を落とすことなくキャリア

を積むことが期待されます。 

3. 多様な選択を可能にする教育・学習の充実: 幅広い教育機会を提供し、個人が自分

の興味や能力に合わせた学びを選べるようにすることで、自己実現を図りやすくし

ます。 

これらの要素を踏まえ、全ての人が自らの意志に基づき、個性と能力を十分に発揮し、

あらゆる分野で活躍できる基盤づくりを進めます。 

 

Ⅱ 安全・安心に暮らせる社会づくり 

本計画の基本目標Ⅱでは、安全で安心して暮らせる社会の構築を目指しています。この

目標を達成するために、次の４つの要素が重要です。 

4. 誰もが安心して暮らせる環境の整備: 全ての人が安全に生活できる環境を作り出す

ことが重要です。これには多様性を尊重する意識の醸成、住宅の安全、ユニバーサ

ルデザインのまちづくり、そして社会的弱者の保護が含まれます。 

5. 生涯にわたる健康づくり: 年齢に関係なく、全ての人が健康を保ち、病気の予防と

健康管理ができるよう支援体制の整備に努めます。 

6. あらゆる暴力の根絶: 社会から暴力をなくすことは、男女共同参画社会*を築く上で

克服すべき重要な課題です。これには家庭内暴力、性的暴力、職場でのハラスメン

トなど、あらゆる形態の暴力への対策が含まれます。 
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7. 防災における男女共同参画の促進: 災害時には、性別に配慮した対応が重要です。

男性と女性の双方が防災計画の策定に関与し、実施することで、災害に強いまちづ

くりの実現に努めます。 

これらの要素を踏まえた取組を進めることによって、性別、年齢にかかわらず、あらゆ

る人が健康で安全・安心に暮らせる社会の実現を目指します。 

 

Ⅲ 互いに理解し合い支えあう地域づくり 

本計画の基本目標Ⅲでは、性別や年齢、障がいの有無などの違いをこえて、互いに理解

し合い支えあう地域社会を築くことを目指しています。そのためには、以下の４つの要素

が重要です。 

8. 地域社会における男女共同参画の推進: 地域活動への女性の積極的な参画を促しま

す。 

9. 多様性を尊重した地域社会づくりの推進: メディア・リテラシー*の向上や、性差別

表現を排除する取組などを通じて、多様性を認め、互いを尊重する地域社会の実現

を目指します。 

10. 家事・育児・介護を支える社会環境の整備: 全ての人が家庭内での責任を共有し、

家事・育児・介護等の負担を軽減できるよう、支援体制の充実に努めます。 

11. 生活上の困難を抱える全ての人への支援: 経済的、社会的な困難を抱える全ての人

が必要な支援を受けられる体制づくりに努めます。 

これらの要素を踏まえた取組を進めることによって、互いに理解し合い支えあう地域づ

くりを目指します。 
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目標Ⅰ 

３.  施策の体系 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

目標Ⅱ 

持
続
可
能

多
様
性
尊
重

 

Ⅳ 

1 政策・方針決定過程における女性の参画拡大 

2 多様な働き方の推進等による仕事と生活の調和の実現 

3 多様な選択を可能にする教育・学習の充実 

Ⅱ 

Ⅴ 

9 多様性を尊重した地域社会づくりの推進 

10 家事・育児・介護を支える社会環境の整備 

11 生活上の困難を抱える全ての人への支援 

あらゆる分野へ全

ての人が活躍でき

る基盤づくり 

安全・安心に暮ら

せる社会づくり 

目標Ⅲ 

Ⅲ

4 誰もが安心して暮らせる環境の整備 

5 生涯にわたる健康づくり 

6 あらゆる暴力の根絶 

8 地域社会における男女共同参画の推進 

7 防災における男女共同参画の推進 

互いに理解し合い

支えあう地域づく

り 
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23 男女共同参画の視点を取り入れた地域活動の普及促進 
24 安全・安心で環境にやさしいまちづくりへの男女の参画促進 

16 ＤＶ・性犯罪等を根絶するための教育・啓発の充実 
17 子ども、若年層に対する性暴力根絶のための対策の推進 
18 セクシュアル・ハラスメント*防止対策の推進 
19 あらゆる被害者の自立のための支援体制の整備 

8  学校、家庭等における男女平等教育の推進 
9  男女共同参画を推進する教育・学習 
10 人権尊重と男女平等を推進する教育・学習の充実 

14 性差を考慮した相談体制の充実 
15 医療・健康・スポーツ、ライフステージに応じた女性の健康保持 

20 男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立 
21 消防団、自主防災組織への女性の参画促進 
22 災害時における女性への配慮 

11 性の多様性を尊重する意識の醸成 
12 高齢者・障がい者・外国人等が安心して暮らせる環境整備 
13 心身の健康保持・増進のための環境整備 

1  事業者等における意思決定過程への女性の参画促進 
2  市役所における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 
3  地域活動における意思決定過程への女性の参画促進 

4  多様な生き方、多様な能力の発揮を可能にする雇用環境等の整備 
5  商工業・農業等の自営業における男女共同参画の促進 
6  テレワークの一層の普及など、多様で新しい働き方の創出 
7  ワーク・ライフ・バランス*の普及・促進 

25 多様な人権尊重 
26 メディア・リテラシー*の向上 
27 広報・刊行物等における性差別表現の排除 

28 男性の家事・育児・介護等の意識の向上 
29 子育て・保育サービスの充実 
30 育児相談・保健指導の充実 
31 介護サービス・介護予防サービスの推進 

32 高齢者・障がい者への支援 
33 ひとり親家庭への支援 
34 困難な問題を抱える全ての人に対する支援体制の整備 
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４.  計画の指標 
本計画では、計画を効果的に実施するため、目標ごとに指標を定め数値目標を設定します。 

 

目標Ⅰ あらゆる分野へ全ての人が活躍できる基盤づくり 

指標 現状値 
目標値 

（R１５） 
把握方法 

審議会等の女性委員比率（％） 
２２.２ 

（Ｒ５．４．１） 
２５ 庁内資料 

女性の管理職の割合（％） 
３２.８ 

（Ｒ５．４．１） 
３５ 庁内資料 

女性消防団員数の割合（％） 
５.０ 

（Ｒ５．４．１） 
６ 庁内資料 

男性市職員の育児休業取得率（％） 
１２.５ 

（Ｒ４年度） 
１００ 庁内資料 

育児休業制度が未整備の市内事業所割合（％） １１.１ ５ アンケート 

介護休業制度が未整備の市内事業所割合（％） １１.１ ５ アンケート 

 

目標Ⅱ 安全・安心に暮らせる社会づくり 

指標 現状値 
目標値 

（R１５） 
把握方法 

乳がん検診の受診率（％） １８.２ ５０ 庁内資料 

子宮頸がん検診の受診率（％） １７.１ ５０ 庁内資料 

定期健康相談参加者数（人） ２９８ ４００ 庁内資料 

ＤＶ等でどこにも相談しなかった人の割合（％） ３７.７ ３０ アンケート 

身近な暴力の件数の割合（％） ２５.６ ２０ アンケート 

 

目標Ⅲ 互いに理解し合い支えあう地域づくり 

指標 現状値 
目標値 

（R１５） 
把握方法 

家庭生活で男女の地位は平等と思う割合（％） ３６.０ ４０ アンケート 

職場で男女の地位は平等と思う割合（％） ３２.７ ３５ アンケート 

地域社会で男女の地位は平等と思う割合（％） ３１.２ ３５ アンケート 

学校教育の場で男女の地位は平等と思う割合（％） ５７.８ ６０ アンケート 

社会通念・習慣・しきたりで男女の地位は平等と思う割合（％） １３.２ １５ アンケート 

社会全体で男女の地位は平等と思う割合（％） １５.３ １８ アンケート 

セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）*という言葉の認

識率（％） 
７９.９ ９０ アンケート 

セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）*の方が生活しづら

い（差別・偏見などで）社会だと思う割合（％） 
５７.３ ３０ アンケート 

マタニティくらぶ参加組数のうち父親の参加の割合（％） ５７.１ ６０ 庁内資料 

 
  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第３章 

目標別課題と施策 
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目標Ⅰ あらゆる分野へ全ての人が活躍できる基盤づくり 

 本計画の基本目標Ⅰは、性別にかかわらず、全ての人が自分の能力と個性を活かして様々な分

野で活躍できる社会の基盤を作ることを目指しています。この目標を実現するためには、政策方

針決定過程への女性の参画を拡大し女性の視点を反映させていくことや、多様な働き方の推進等

により仕事と生活を調和させることが重要です。さらに多様な選択を可能にする教育・学習の充

実も必要です。 

これらの取組によって、全ての人が自分らしい働き方と生き方を選べる社会を目指します。 

  

 

  

 

 

◆審議会等の女性委員の推移 

地方自治法（第２０２条の３）に基づく審議会等は２４の審議会があり、総委員数は３３４人

です。 

この内、女性委員は２４の全ての審議会にいますが、女性委員の数は７４人で女性委員比率は

２２.２パーセントと令和元（２０１９）年と比較してほぼ横ばいで推移しています。多様な意見

を反映させるため、引き続き審議会等への女性の参画を促していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

審議会等の女性委員の推移 

◆委員会等の女性委員の推移 

本市には、地方自治法（第１８０条の５）に基づく委員会等は、教育委員会、農業委員会等６

の委員会があり、総委員数は５４人です。この内、女性委員のいる委員会等は３、女性委員の数

は８人で女性委員比率は１４.８パーセントとなっており、令和元（２０１９）年と比較してわず

かながら減少しています。委員会等についても引き続き女性の参画を促していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

委員会等の女性委員の推移 

課題１ 政策・方針決定過程における女性の参画拡大 

現状と課題 
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◆女性管理職の推移 

本市職員の管理職総数は１３１人、内女性管理職は４３人で女性比率は３２.８パーセントとな

っており、令和元（２０１９）年と比較して少しずつ増加しており、管理職への女性の登用は進

んできている状況です。 

 

 

 

 

 

 

女性管理職の推移 

 

 

政治的、経済的、社会的な意思決定過程において性別等にかかわらず、誰もが対等な立場で参

画し、多様な視点や意見を反映させていくことが重要です。そのため、事業者、市役所、地域社

会など、あらゆる組織において女性の参画を促進し、性別にかかわらず全ての人に公正な参画機

会を提供していくよう努めます。  

No 施 策 事 業 主な担当課 

１ 

事業者等における意思決定過程への
女性の参画促進 
 
事業者等に対して、女性活躍推進

法*の趣旨等の周知を図るとともに、
管理職を含め、女性の積極的な登用
を促します。 

◇事業者等への女性登用の促進 

商工観光課 

人権推進課 

◇商工会議所と連携した広報活動 

２ 

市役所における政策・方針決定過程
への女性の参画拡大 
 
審議会等及び委員会等において女

性委員を積極的に登用するよう努め
ます。 
女性市職員が管理職として活躍

し、政策・方針決定過程に積極的に
参加するように努めます。また、職
員の人材育成など性別にかかわらず
全ての職員がリーダーシップを発揮
できる環境の整備にも努めます。 

◇審議会等、委員会等への女性委員

の登用促進 
関係各課 

◇女性自身の意識改革のための研修

の開催 

人事課 ◇女性職員の管理職への登用促進 

◇職員の人材育成 

３ 

地域活動における意思決定過程への
女性の参画促進 
 
女性参画促進に関する情報提供や

啓発活動により、地域活動におけ
る、男女共同参画社会 *の理解増進
と、地域活動団体等の役員に性別に
よる偏りがないよう、女性の参画を
促します。 

◇地域活動団体等への女性登用促進 関係各課 

対策の方向性 
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◆育児休業、介護休暇の取得状況の推移 

本市では、職員の育児休業、介護休暇制度の導入後も、育児短時間勤務等の新設等、制度拡充

を図りながら、働きやすい、働き続けるための環境整備に努めてきました。これにより、女性職

員の育児休業の取得は進んでいるものの、男性職員の育児休業取得はまだ十分には進んでいませ

ん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

育児休業、介護休暇等の取得状況の推移 

◆日常的な家庭の仕事 

男女共同参画に関する市民アンケートによると、家庭の仕事の分担は、前回調査（平成２５

（２０１３）年１１月）の結果と変わらず、⑤「ごみ出し」でやや「夫」の分担が多いものの、

ほとんどの家事が「妻」の役割となっています。今回わずかに①「掃除」、②「洗濯」、③「食事

のしたく」、④「食事の後片付け」で「夫」、「妻」の分担が減り、「子ども」、「家族みんなで」の

数値が増えており、また、⑧「親の世話や介護」で「夫」が０パーセントになり、「妻」も１０パ

ーセント以上減り、「家族みんなで」、が大幅に増えたこと等で一定程度男女共同参画の取組の成

果が表れてきているのではないかと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ アンケートで性別「男性」「女性」と回答した方のみ対象    ※ アンケートで「既婚（事実婚を含む）」と回答した方のみ対象  

凡例

①掃除

②洗濯

③食事のしたく

④食事の後片付け

⑤ごみ出し

⑥家計の管理

⑦子どもの世話、教育
（中学生以下の子どものいる家庭のみ）

⑧親の世話や介護（身のまわりの世話や介護
など、日常的に親の介護をしている家庭のみ）

n=434

その他（ア～エ以外）

n=82

n=38

n=434

n=434

n=434

n=434

n=434

子ども

夫

無回答・無効票

家族（みんなで）

妻

6.9%

8.1%

4.1%

9.9%

37.6%

18.0%

3.7%

0.0%

67.3%

73.7%

79.7%

63.6%

45.6%

63.1%

53.7%

28.9%

0.5%

0.5%

0.2%

1.2%

0.5%

0.2%

0.0%

20.5%

13.4%

10.8%

19.8%

11.5%

11.1%

26.8%

23.7%

1.8%

1.6%

2.3%

1.6%

2.5%

3.0%

2.4%

10.5%

3.0%

2.8%

2.8%

3.9%

2.3%

4.6%

13.4%

36.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位（人）

区　分 性別
令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

令和3年度
（2021）

令和4年度
（2022）

男性 1 2 3 1

女性 16 25 21 20

男性 7 4 7 7

女性 11 12 21 22

男性 1 1 1 2

女性 2 2 3 2

男性 0 0 0 0

女性 0 0 0 0

男性 0 0 0 0

女性 4 5 8 9

育児休業

子の看護休暇

介護休暇

育児短時間勤務

育児部分休業

課題２ 多様な働き方の推進等による仕事と生活の調和の実現 

現状と課題 
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◆ワーク・ライフ・バランス*をよくするために 

ワーク・ライフ・バランス*をよくするために何に取り組めばよいか、の問いに対しては、「給

与などの男女間格差をなくすこと」、「労働時間の短縮」、「各種休業制度を利用できる職場環境を

つくること」、等の制度改革と共に、「男は仕事、女は家庭という固定観念の意識改善をすること」、

も高く（３割弱）求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート調査から日常生活においては、家庭内の役割分担にわずかながら改善の兆しが見え

ます。一方で、仕事の面においては、給与などの男女間格差の解消、多様な働き方の推進、育児、

介護等と仕事の両立を支援する環境づくりが必要です。 

 

 

 

男女雇用機会均等法*等の関係法令や各種制度について周知を図るとともに、商工業・農業等に

おける男女共同参画促進、テレワークやフレックスタイム*制等の多様な働き方の導入促進、ワー

ク・ライフ・バランス*の推進に向けた啓発活動等に努めます。 

 

 

 
 
 
 
 

凡例 男性 女性

その他（性別無回答） （ n=18 ）

無回答・無効票

（ n=256 ） （ n=368 ）

地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実すること

在宅勤務やフレックスタイム制度など、
柔軟な勤務制度を導入すること

職業上、必要な知識・技術などの職業訓練を充実すること

男は仕事、女は家庭という固定観念の意識改善をすること

その他

わからない

給与などの男女間格差をなくすこと

年間労働時間を短縮すること

代替要員の確保など、育児休業制度・介護休業制度を
利用できる職場環境をつくること

育児や介護のために退職した職員をもとの会社で
再雇用する制度を導入すること

育児休業・介護休業中の賃金その他を充実すること

19.9%

34.0%

28.1%

12.9%

13.7%

11.3%

25.0%

10.9%

21.9%

5.1%

13.3%

10.2%

33.2%

28.8%

36.1%

12.8%

15.2%

13.6%

24.5%

9.0%

33.7%

4.9%

10.1%

6.3%

33.3%

27.8%

16.7%

0.0%

11.1%

5.6%

38.9%

16.7%

27.8%

5.6%

16.7%

11.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

対策の方向性 

【複数回答】 
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No 施 策 事 業 主な担当課 

４ 

多様な生き方、多様な能力の発揮を可

能にする雇用環境等の整備 

 

男女双方に対する差別の禁止、妊

娠・出産等を理由とする不利益な取扱

いの禁止等、男女の雇用機会の均等を

推進するとともに、職場における全て

のハラスメントの防止対策を講じるよ

う事業者へ促します。 

就業上の悩み等、様々な問題に対処

する相談体制の充実に努めます。 

◇関係法令の周知徹底のための啓発 

人事課 

商工観光課 

人権推進課 

◇就業環境と就業条件の整備 

人事課 

商工観光課 

◇労働に関する各種相談体制の充実 

５ 

商工業・農業等の自営業における男女

共同参画の促進 

 

商工会議所等と連携して、女性が自

営業（特に商工業や農業）において重

要な役割を果たしていることを示し、

その役割が適切に評価されるよう啓発

に努めます。また、自営業を行う女性

の間での情報交換や協力を促すための

ネットワークづくりをサポートしま

す。 

これにより、商工業や農業などの自

営業における男女共同参画の促進と、

女性の経済的自立の実現を目指しま

す。 

◇家族経営協定*の周知と促進 農林水産課 

◇女性経営者、女性従業者向け講習

会の周知と参加の促進 

商工観光課 

農林水産課 

人権推進課 

◇商工会議所と連携した広報活動 商工観光課 

６ 

テレワークの一層の普及など、多様で

新しい働き方の創出 

 

事業所に対して、テレワークやフレ

ックスタイム*制について情報提供を

行うとともに、これら多様な働き方の

導入を促進します。 

◇テレワークセミナーの開催 

商工観光課 
◇市内でテレワークやフレックスタ

イム*を実施する事業所の拡大 

◇多様な働き方に関する情報提供 
人事課 

商工観光課 

７ 

ワーク・ライフ・バランス*の普及・

促進 

 

仕事と私生活の調和の実現を図るた

め、ワーク・ライフ・バランス*の重

要性を啓発していきます。また、啓発

誌の配布やセミナーの開催等を通じ

て、女性だけでなく男性も育児や介護

の休暇を取得しやすくなるよう促して

いきます。 

◇ワーク・ライフ・バランス*の普及

啓発 

人事課 

商工観光課 

◇育児休業・介護休暇等の取得促進 

人事課 

商工観光課 

人権推進課 
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◆学校教育について 

学校で男女平等教育を進めるために取り組んでほしいことには、「性別にこだわらず、個性や能

力に合わせた生活指導や進路指導を行う」が６割以上と突出して高くなっています。また、前回

調査では、「児童・生徒が、性的被害やセクシュアル・ハラスメント*について、相談できるカウ

ンセラーを置く」という要望について男性約２８パーセント、女性約２０パーセントでしたが、

今回は、男性約３４パーセント、女性約４３パーセントと、男女が逆転し、女性の要望が格段に

増加しています。このことは、セクシュアル・ハラスメント*に対する認識の高まりを反映してい

るものと考えられます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ n=642 ）

無回答・無効票

出席簿や座席、名簿、整列など、男女で分ける習慣をなくす

学校生活の中で、児童・生徒の男女による役割分担をなくす

性別にこだわらず、個性や能力に合わせた生活指導や
進路指導を行う

男女平等意識を育てる授業を組み入れる

教員への男女平等に関する研修を実施する

児童・生徒が、性的被害やセクシュアル・ハラスメントに
ついて、相談できるカウンセラーを置く

校長、教頭などの管理職に女性を積極的に登用する

PTAなどを通じ、男女平等教育への理解と協力を
得るようにする

その他

わからない

14.0%

30.7%

64.0%

30.7%

21.0%

39.6%

19.8%

13.2%

3.9%

10.0%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

課題３ 多様な選択を可能にする教育・学習の充実 

現状と課題 

【複数回答】 

【複数回答】 

【全体】 

凡例 男性 女性

校長、教頭などの管理職に女性を積極的に登用する

PTAなどを通じ、男女平等教育への理解と協力を
得るようにする

その他

わからない

無回答・無効票

（ n=256 ） （ n=368 ）

その他（性別無回答） （ n=18 ）

児童・生徒が、性的被害やセクシュアル・ハラスメントに
ついて、相談できるカウンセラーを置く

出席簿や座席、名簿、整列など、男女で分ける習慣をなくす

学校生活の中で、児童・生徒の男女による役割分担をなくす

性別にこだわらず、個性や能力に合わせた生活指導や
進路指導を行う

男女平等意識を育てる授業を組み入れる

教員への男女平等に関する研修を実施する

14.5%

31.6%

54.3%

26.6%

21.1%

33.6%

19.5%

14.5%

5.9%

12.9%

4.7%

13.6%

30.2%

69.8%

34.0%

20.4%

43.2%

20.4%

12.8%

2.7%

7.6%

6.5%

16.7%

27.8%

83.3%

22.2%

33.3%

50.0%

11.1%

5.6%

0.0%

16.7%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

【男女別】 
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教育現場においては、早い段階から男女平等教育と人権尊重の教育、また、多様性を認め合う

意識を醸成していくことが重要です。加えて、生涯学習の観点からも、男女共同参画に関する社

会教育が必要です。 

 

 

学校や家庭での教育において、男女平等と人権尊重の視点を組み込むとともに、生涯学習の観

点から、男女共同参画と個人の尊厳についての理解を深める社会教育を推進します。これらの取

組を通じて、誰もが性別にとらわれず互いに尊重し合い、それぞれの個性と能力を発揮できる男

女共同参画社会*の実現を目指します。 
 

No 施 策 事 業 主な担当課 

８ 

学校、家庭等における男女平等教育の

推進 

 

学校での教育において、男女平等の

視点を組み込み、子供たちが自分自身

で学び、考え、行動する能力を育む教

育を推進するとともに、一人ひとりが

自分らしい生き方や職業を選択できる

ようキャリア教育*を推進します。 

家庭における、習慣的な性別に基づ

く役割分担の意識を見直すための啓発

活動を行います。 

◇キャリア教育*の推進 学校課 

◇家庭での男女平等教育推進のため

の啓発活動 

生涯学習課 

学校課 

人権推進課 

９ 

男女共同参画を推進する教育・学習 

 

生涯学習の観点から、ワークショッ

プやセミナーを通じて、男女共同参画

と個人の尊厳についての理解を深める

社会教育を推進します。 

◇男女共同参画を推進する講演会の

開催や講師派遣 

生涯学習課 

人権推進課 

１０ 

人権尊重と男女平等を推進する教育・

学習の充実 

 

教育の面では、男女平等教育の実践

的な指導法や男女平等に関する最新の

研究成果の共有を通じて、教職員が男

女共同参画についての理解を深めるた

めの研修や学習機会の充実を図りま

す。 

これにより、教職員は自身の指導力

を向上させ、生徒たちに対してより効

果的な教育を実践できるようになるこ

とが期待されます。 

◇人権尊重と男女平等の視点に立っ

た教育の推進 

学校課 

人権推進課 

◇講演会等による人権尊重に関する

意識向上への啓発・研修 

生涯学習課 

人権推進課 

対策の方向性 
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目標Ⅱ 安全・安心に暮らせる社会づくり 

 男女共同参画社会*を実現するためには、市民が性的指向や性自認に関して正しく理解し認識を

深めるとともに、高齢者や障がい者、外国人など、全ての人が安全に暮らせる環境を整備するこ

とが必要です。そのためにはユニバーサルデザインのまちづくりなど、社会生活において安全性

や利便性を高めることや生涯にわたる健康づくりの支援が必要であり、家庭内暴力、性的暴力、

職場でのハラスメントなど、あらゆる暴力を社会から排除するための取組も必要です。 

また、男性も女性も平等に防災計画の立案等に参加し、災害が起きたときには、性別に基づい

た支援が受けられるよう環境を整えることが必要です。 

 これらの取組を進めることにより、性別や年齢、社会的地位にかかわらず、全ての人が健康で

安全・安心に暮らせる社会の実現を目指します。 

  

 

 

  

 

◆セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）*について 

現在セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）*という言葉については、約８０パーセントの

人が知っていると回答しており、社会に広く浸透してきたことが窺えます。 

現在セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）*に対して悩んでいることについては、「自分

が悩んだことがある」が０.８パーセントおり、「知人や家族が悩んでいたことがある」と答えた

人が５.８パーセントいます。このことは、アンケートの母数から６４２人中約５人が、ご自身が

悩んでおり、知人や家族で悩んでいる人を知っている人が３７人います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題４ 誰もが安心して暮らせる環境の整備 

現状と課題 

【複数回答】 

【セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）* 
という言葉の認知度】 

【セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）* 
について悩んだ経験】 
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◆パートナーシップ制度* 

パートナーシップ制度*についての理解度については、「全く知らない」と「名前は聞いたこと

があるが詳細は知らない」と答えた人が約６７パーセントとなっており、さらなる周知・啓発が

必要であることが窺えます。また、導入することへの意見については、約６５パーセントの人が

「賛成」と回答しており、「反対」の約１０パーセントを大きく上回っています。 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）*という言葉の認知度は進んできたもののパートナ

ーシップ制度*についての理解は進んでいません。性的指向や性自認を理由とする差別事象が存在

することから、一人ひとりが性の多様性への理解を深めていく必要があります。 

また、高齢者や障がい者など多様な個人がそれぞれのニーズに応じた支援を受けられる体制を

整えることも重要です。 

 

 

 

パートナーシップ制度*を導入し、性の多様性について啓発に努めます。また、高齢者、障がい

者、外国人など、特に支援を必要とする人に対しては、公共施設のバリアフリー化や多言語サー

ビスの提供に努めます。 

さらに、各種検診（健診）事業の推進等、心身の健康を保つための環境整備に努めます。 

 

  

対策の方向性 

【「パートナーシップ制度*」についての理解度】 【導入することへの意見】 
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No 施 策 事 業 主な担当課 

１１ 

性の多様性を尊重する意識の醸成 

 

性的マイノリティへの偏見や差別を

解消し、性の多様性への理解と尊重を

深めるため、学校やコミュニティ内で

性の多様性についての教育の充実を図

ります。また、社会全体で性の多様性

を理解し、尊重することを目指す啓発

を進めます。 

これにより、全ての人が性的指向や

性自認を自由に表現でき、それらが社

会全体で尊重される環境づくりを目指

します。 

◇いじめや差別を生み出さない生徒

指導及び人権教育の推進 

学校課 

◇悩みや不安を抱える児童生徒が相

談しやすい環境づくりと支援体制

の構築 

◇パートナーシップ制度*の導入 

人権推進課 

◇性の多様性についての啓発 

１２ 

高齢者・障がい者・外国人等が安心し

て暮らせる環境整備 

  

全ての人が安心して生活できるよ

う、ユニバーサルデザインの考え方を

取り入れたまちづくりを推進します。

併せて、身体的な制約を持つ人や外国

人等、全ての人が利用しやすい公共施

設等の整備を目指します。 

◇ユニバーサルデザインのまちづく

り 

まちづくり推

進課 

◇関係機関と連携した効果的な啓発

活動 
人権推進課 

１３ 

心身の健康保持・増進のための環境整

備 

 

市民の健康を保持し、向上させるた

めの環境整備が必要です。特に、女性

特有の乳がんや子宮頸がんに対する定

期的な検診の受診を奨励します。 

生活習慣病の予防に焦点を当て、健

康な生活習慣の確立を推進します。ま

た、ストレス管理やメンタルヘルスの

重要性についても啓発します。 

◇各種検診（健診）事業の推進 

保健センター 

◇心身の健康づくり事業の推進 

  
 

 

 

  
 

生涯にわたり健康を維持していくためには、性差を十分に認識した健康支援体制を整えていく

ことが重要です。特に女性の心身の状況は、思春期、妊娠、出産、更年期といったライフステー

ジごとに大きく変化するものであり、各ライフステージに応じた支援を充実させることが必要で、

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ*の視点を取り入れることも重要です。 

課題５ 生涯にわたる健康づくり 

現状と課題 
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性差を考慮した相談体制の充実に努めるとともに、女性のライフステージに応じた情報提供や

支援を行うことで、女性の生涯にわたる健康づくりを支援します。 

 

No 施 策 事 業 主な担当課 

１４ 

性差を考慮した相談体制の充実 

 

性差を考慮した上で、生活環境や働

き方、年齢などの個々のライフスタイ

ル*に応じた健康相談の充実に努めま

す。 

◇各学校において児童生徒や保護者

が、学級担任やスクールカウンセ

ラー等に相談しやすい環境の整備 

学校課 

◇健康相談の充実 保健センター 

１５ 

医療・健康・スポーツ、ライフステー

ジに応じた女性の健康保持 

 

女性の心身の状態は、そのライフス

テージにより大きく変わることから、

各ライフステージに合わせたサポート

が必要となります。女性が生涯を通じ

て健康に過ごせるよう支援に努めま

す。 

具体的には、運動等を推奨し、女性

特有の健康問題や生涯の各ライフステ

ージにおける健康に関する教育や相談

を行います。 

◇市民講座・成人講座開催事業 生涯学習課 

◇健康的な食習慣の確立や適切な運

動習慣の普及啓発等  
保健センター 

 

 

 

  

 

◆ＤＶの相談件数の推移 

令和４年度に本市が受け付けた市民からのＤＶの相談件数は５件で、全て女性に対するＤＶの

相談となっています。 

年 度 女性（人） 男性（人） 外国人（人） 合計（人） 

令和元年度 

（２０１９） 
３ ０ ０ ３ 

令和２年度 

（２０２０） 
８ ０ ０ ８ 

令和３年度 

（２０２１） 
１１ ０ ０ １１ 

令和４年度 

（２０２２） 
５ ０ ０ ５ 

ＤＶ相談件数の推移 

課題６ あらゆる暴力の根絶 

対策の方向性 

現状と課題 
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◆ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）*について  

ＤＶの被害を受けたり、逆に暴力をふるったり、それらを見聞きしたことがある、との回答は

３割弱となっています。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆暴力の内容 

暴力の内容としては、「叩かれたり、殴られたり、蹴られたり、突き飛ばされた」（約５２パー

セント）、「大声でどなられたり、おどされた」（約４５パーセント）、「物を投げられたり、物をぶ

つけられたりした」（約３７パーセント）と突出しており、身体の危険を感じる具体的な行為があ

ったことを示しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ＤＶの相談先 

ＤＶの相談先としては、４割近くの人は「誰（どこ）にも相談しなかった」と回答しています。

また、相談先としては、各行政機関への相談が、「家族や親戚」、「友人・知人」よりも低くなって

います。 

ＤＶなどの個人的かつ重要な内容について、先ず、誰かに相談するというアクションが起こせ

るようにすることが重要であり、その背後にある問題点や課題の深堀が必要であることが窺えま

す。 

【身近な暴力の経験】 

命の危険を感じるくらいの暴力を受けた

叩かれたり、殴られたり、蹴られたり、
突き飛ばされた

物を投げられたり、物をぶつけられたりした

実家の親や兄弟、友人とのつきあいを制限された

友人との電話やメールを細かくチェックされた

無回答・無効票

「だれのおかげで生活できるんだ」などと言われた

大声でどなられたり、おどされた

いやがっているのに性的行為を強要された

何を言っても無視された

お金の使い道を細かくチェックされたり、
生活に必要なお金を渡してもらえない

その他

（ n=155 ）

7.1%

51.6%

36.8%

14.2%

9.7%

20.6%

45.2%

13.5%

12.3%

15.5%

7.7%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%【複数回答】 
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※ アンケートで身近な暴力を「受けたことがある」「見たり聞いたりしたことがある」と回答した方のみ対象 

◆誰（どこ）にも相談しなかった理由 

誰（どこ）にも相談しなかった理由としては、「相談しても無駄だと思ったから」が５５パーセ

ントと突出しています。相談することにより解決に向けた糸口になる場合があることを周知する

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ アンケートで受けた暴力について「誰（どこ）にも相談しなかった 」と回答した方のみ対象 

ＤＶ、性犯罪、セクシュアル・ハラスメント*等女性に対する暴力は、重大な人権侵害であり、

あらゆる暴力の根絶に向けた取組を進める必要があります。特に、子どもや若年層が性暴力の被

害者とならないよう環境を整えることが必要です。 

また、暴力の被害者が自立し、再び社会で活躍できるよう支援体制の整備も必要です。 

 

 

 

ＤＶ、性犯罪、セクシュアル・ハラスメント*等を防止するため、教育や啓発の充実に取り組み

ます。また、子どもや若年層が性暴力の被害に合わないよう警察等関係機関と連携しつつ、防犯

対策の強化を進めるとともに、相談支援体制の充実を図ります。 

対策の方向性 

無回答・無効票

警察に連絡・相談した

人権擁護委員に相談した
（法務局、地方法務局の人権相談窓口を含む）

徳島県こども女性相談センターに相談した

その他の公的な機関に相談した

民間の機関（弁護士会など）に相談した

医療機関（医師、看護師など）に相談した

家族や親戚に相談した

友人・知人に相談した

その他

誰（どこ）にも相談しなかった

（ n=53 ）

15.1%

0.0%

7.5%

7.5%

3.8%

3.8%

30.2%

30.2%

3.8%

37.7%

3.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%【複数回答】 

相談相手の言動により不快な思いをすると思ったから

（ n=20 ）

誰（どこ）に相談してよいのかわからなかったから

恥ずかしくて誰にも言えなかったから

相談しても無駄だと思ったから

相談したことがわかると、仕返しを受けたり、
もっとひどい暴力を受けると思ったから

無回答・無効票

相手の行為は愛情の表現だと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

自分さえ我慢すれば、なんとかこのままやっていける
と思ったから

世間体が悪いから

他人を巻き込みたくなかったから

そのことについて思い出したくなかったから

自分にも悪いところがあると思ったから

その他

30.0%

30.0%

55.0%

25.0%

5.0%

35.0%

25.0%

5.0%

10.0%

20.0%

10.0%

15.0%

15.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%【複数回答】 
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さらに、暴力の被害者が自立し、再び社会で活躍できるようにするための支援体制の整備にも

努めます。 

No 施 策 事 業 主な担当課 

１６ 

ＤＶ・性犯罪等を根絶するための教

育・啓発の充実 

 

ＤＶ等を防止するための教育、啓発

活動に取り組むとともにＤＶ等相談窓

口の周知を図ります。 

◇パープルリボン運動 

人権推進課 ◇ＤＶ等相談窓口の周知 

◇市民への啓発の充実 

１７ 

子ども、若年層に対する性暴力根絶の

ための対策の推進 

 

子どもや若者を性暴力から守るため

に、市全体での広報活動と教育啓発を

強化し、通学路や公園などの公共空間

での防犯対策の強化に努めます。 

また、性暴力の被害を受けた子ども

たちが必要な支援を受けられるよう、

プライバシーに配慮しながら、相談体

制の充実、関係機関との連携を図りま

す。 

◇青少年非行防止巡回パトロール 

学校課 

◇各学校において児童生徒や保護者

が、学級担任や養護教諭、スクー

ルカウンセラー等に相談しやすい

体制の整備 

◇被害を受けた子どもの一時保護、

児童福祉施設入所などの連絡及び

相談体制の整備 

◇警察、教育委員会など関係機関と

の連携強化 

児童福祉課 

学校課 

人権推進課 

◇子ども、若年層に対する性暴力根

絶のための広報・啓発活動の推進 
人権推進課 

１８ 

セクシュアル・ハラスメント*防止対

策の推進 

 

市の職員に対し、ハラスメント防止

に関する規定や手続きの周知を図りま

す。また、必要な研修を実施し、個々

の認識と理解を深めます。 

市内の事業所に対し、ハラスメント

についての認識を深めるための啓発活

動や情報提供に努めます。 

◇市職員へのセクシュアル・ハラス

メント*防止のための研修 
人事課 

◇職場におけるセクシュアル・ハラ

スメント*防止のための広報・啓発 
人権推進課 

１９ 

あらゆる被害者の自立のための支援体

制の整備 

 

被害を受けた全ての人が自立し、再

び生活を立て直すことができるような

支援体制の整備に努めます。 

具体的には、市の関連部署や外部の

支援団体と連携し、必要な情報提供、

住宅の確保、就職の支援、子どもの教

育に関する相談対応など、個々のニー

ズに対応した支援に努めます。 

◇被害を受けた子どもに対して、関

連部署や外部支援団体との連携に

よる教育相談等の教育的支援 

学校課 

◇被害者の自立支援体制の整備 

戸籍住民課 

保険年金課 

介護福祉課 

児童福祉課 

生活福祉課 

住宅課 

人権推進課 

◇弁護士による無料法律相談の実施 総務課 
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配偶者からの暴力防止及び被害者支援に関するフローチャート 
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◆女性消防団員数の推移 

本市の消防団員総数は３９８人、内女性消防団員は２０人で女性比率は５.０パーセントと令和

元年以降横ばいです。 

 

 

 

 

 

 

 

女性消防団員数の推移 

 
◆災害発生時、避難が必要な場合に心配なこと 

災害発生時に心配なことは、前回調査と同様に「家族との連絡が取れなくなるのではないか」

（約４２パーセント）、「避難場所が安全か」（約３７パーセント）、「災害についての的確な情報が

得られるか」（約３４パーセント）、が上位となっており、その傾向に大きな変化はありませんが、

それぞれの割合は若干低下しています。一方で「ペットと一緒に避難できるか」については、前

回調査の約４パーセントから、１０パーセントに上がり、新たなニーズとなっていることが窺え

ます。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

無回答・無効票

災害についての的確な情報が得られるか

家族との連絡がとれなくなるのではないか

病人・高齢者・障がい者の避難（介助してくれる人がいるか）

子どもや乳幼児を連れて安全に避難できるか

近所の人たちと助け合って避難できるか

避難場所が安全か

ペットと一緒に避難できるか

その他

特にない

（ n=642 ）

34.3%

41.9%

14.0%

8.3%

10.6%

36.8%

10.0%

1.6%

2.6%

13.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

課題７ 防災における男女共同参画の推進 

現状と課題 

【複数回答】 
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◆被災した場合に困ること（自由意見） 

被災した場合に困ること 件数 被災した場合に困ること 件数 

避難所の確保や避難生活における女性への

配慮等 
８０ 移動手段等の不安 １９ 

物資やトイレ、風呂、ライフライン等 ５１ 住居や今後の生活 １４ 

高齢者の問題 ３３ 医療・衛生面等の問題 ６ 

プライバシーの確保 ２４ その他 
（全て困る、各家庭の事情にあったケア、
近所付き合い等） 

４９ 津波や水害等が起きた場合の家族の安否確

認等 
２３ 

 

地域防災計画の作成段階から女性の参画を進め、女性の視点と能力の活用等、男女共同参画の

視点に立った防災体制を整備していくことが重要です。同様に、消防団や自主防災組織にも女性

の参画を促していくことも必要です。 

また、災害時において妊娠中の女性、乳幼児を持つ母親、女性特有の健康問題を抱える人に対

する適切なサポートやプライバシーの確保が十分ではないといった問題もあります。性別の違い

を認識し、それぞれのニーズに応じた対策を講じることが必要です。 

 

 

 

地域防災計画の作成段階から女性の参画を促進するとともに、消防団や自主防災組織への女性

の参画も促進することで、防災活動における女性の視点と能力を活用します。 

災害時における女性への配慮が、特に重要であることから、妊娠中の女性や乳幼児を持つ母親、

さらには女性特有の健康問題を抱える人に対して、適切なサポートやプライバシーの確保等、男

女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立に努めます。 

  

対策の方向性 



 

36 
 

No 施 策 事 業 主な担当課 

２０ 

男女共同参画の視点を取り入れた防災

体制の確立 

 

地域防災計画の作成から実施の過程

まで、女性の意見や視点を取り入れ、

災害に強いまちづくりを目指します。 

◇多様な視点による災害対策の構築 

危機管理 

政策課 

 

◇男女別データの整備 

◇防災に関する政策・方針決定過程

及び防災の現場における女性の参

画拡大 

◇防災知識の普及・訓練における被

災時の男女別ニーズへの配慮 

２１ 

消防団、自主防災組織への女性の参画

促進 

 

消防団や自主防災組織における女性

の参画を推奨し、女性の視点と能力を

活用した防災対策を推進します。 

具体的には、女性が消防団や自主防

災組織に参加しやすい環境を作るため

の、女性向けの情報セミナーの開催な

どにより啓発に努めます。 

◇自主防災組織への女性の参画促進 
危機管理 

政策課 

◇消防団への女性の参画促進 

消防総務課･

消防課 

◇女性が消防団へ加入することの重

要性の啓発 

◇企業や商業施設に対する女性消防

団員募集に関する広報活動 

２２ 

災害時における女性への配慮 

 

災害時には、男性と女性でニーズが

異なります。特に女性や乳幼児は、プ

ライバシーや衛生面での配慮を必要と

することがあります。そのため、避難

所では、女性や家族向けのプライベー

トなスペースの確保や衛生用品、ベビ

ー用品等の生活必需品の計画的な備蓄

を目指します。 

さらに、高齢者や障がいを持つ人、

外国人にも配慮した情報提供に努めま

す。 

◇避難所運営における女性の参画促

進 

危機管理 

政策課 

◇避難所運営における男女別ニーズ

への配慮 

◇物資の調達、供給活動における男

女別ニーズへの配慮 
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目標Ⅲ 互いに理解し合い支えあう地域づくり 

本計画の基本目標Ⅲでは、性別、年齢、障がいの有無にかかわらず、互いに理解し合い支えあ

う地域づくりを目指しています。このためには、地域における意思決定過程への男女平等な参画、

多様性の尊重、家事・育児・介護の負担を軽減するサポート体制の整備、さらに困難を抱える全

ての人への適切な支援が必要です。これらの取組により、互いに理解し合い支えあう地域の実現

を目指します。 

 

 

 

 

 

◆男女の地位の平等について【全体】 

男女の地位の平等については、「学校教育の場で」を除いて、男性の方が「優遇されている」ま

たは「どちらかというと優遇されている」と感じている人が過半数を占めており、「女性の方が優

遇されている」という意見は少数です。 

「学校教育の場で」においては、「平等」であるという意識が過半数を占めており、望ましい傾

向と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「男女共同参画社会」の実現に向けての課題 

「家庭・地域・職場における性別役割分担、性差別の意識があるから」「男性優位の組織運営に

なっているから」と感じている人が４０パーセント前後と多いようです。 

 

 

 

 

 

 

 

課題８ 地域社会における男女共同参画の推進 

現状と課題 

凡例

①家庭生活で

②職場で

③地域社会で

④学校教育の場で

⑤政治の場で

⑥法律や制度の上で

⑦社会通念・慣習・しきたりで

⑧社会全体で

n=642

n=642

男性の方が非常に優遇されている

女性の方が非常に優遇されている

どちらかといえば男性の方が優遇されている

どちらかといえば女性の方が優遇されている

n=642

n=642

n=642

n=642

n=642

n=642

平等である

無回答・無効票

8.9%

10.9%

10.3%

3.4%

35.0%

14.0%

24.1%

16.7%

43.0%

41.1%

45.2%

24.6%

42.7%

35.4%

52.0%

55.5%

36.0%

32.7%

31.2%

57.8%

12.6%

35.7%

13.2%

15.3%

6.2%

5.1%

4.7%

2.3%

1.7%

4.5%

2.0%

4.4%

0.5%

0.9%

0.6%

0.5%

0.8%

1.4%

0.6%

1.1%

5.5%

9.2%

8.1%

11.4%

7.2%

9.0%

7.9%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【全体】 

無回答・無効票

家庭・地域・職場における性別役割分担、
性差別の意識があるから

男性優位の組織運営になっているから

家族の支援・協力が得られないから

女性の能力発揮の機会が不十分だから

女性の活躍を支援する活動や体制が不十分だから

女性側の積極性が十分でないから

女性の参画を積極的に進めようと意識している人が
少ないから

その他

わからない

（ n=642 ）

39.9%

41.7%

20.1%

18.5%

20.9%

14.0%

20.7%

3.0%

13.1%

9.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%
【複数回答】 
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調査結果からは、家庭・地域・職場において、まだまだ根強い「性別役割分担意識」があるこ

と、地域の団体の組織運営が男性中心になっていることが窺えます。 

今後、地域社会が発展していくためには、男女共同参画の視点を持ち、性別・年齢等を問わず、

全ての人がお互いの価値観を認めつつ地域の活動に参画していくことが必要です。 

 

 

地域社会における男女共同参画への理解増進と、地域の団体等の役員等へ女性が登用されるよ

う啓発活動を進めます。また、安全で安心な、環境に優しいまちづくりを進めます。 
 

No 施 策 事 業 主な担当課 

２３ 

男女共同参画の視点を取り入れた地域

活動の普及促進 

 

地域活動において、男性と女性が互

いに協力しながら活動することで、よ

り豊かで多様な視点やアイデアが生ま

れ、地域の課題解決につながることが

期待できます。 

そのため、地域活動の中で男女共同

参画の意義が理解されるよう、また、

地域の団体等の役員等に女性が登用さ

れるよう、啓発活動を行います。 

◇各種団体、ボランティア、ＮＰＯ

等への啓発、支援 
人権推進課 

２４ 

安全・安心で環境にやさしいまちづく

りへの男女の参画促進 

 

安全で安心な環境をつくり、さらに

環境保全を考慮したまちづくりを進め

ます。 

具体的には、男女が一緒になって地

域の安全対策を検討したり、環境保全

活動を行うよう働きかける等、環境保

全に関わる意思決定の場への男女共同

参画を進めます。 

◇環境保全活動への啓発 市民環境課 

 

 

 

  

 

性別による固定的な役割分担にとらわれない意識や、多様性を認め合う意識を育んでいくこと

が重要です。また、市民のメディア・リテラシー*を向上させることにより様々な情報を適切に判

断したり、発信できるようになることが必要です。 

  

課題９ 多様性を尊重した地域社会づくりの推進 

対策の方向性 

現状と課題 
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多様な人権尊重について啓発に努めるとともに、市民のメディア・リテラシー*向上の取組を進

めます。また、広報・刊行物等における性差別表現を排除する取組も進めます。これらの取組に

より多様性を尊重する地域社会づくりを進めます。 

 

No 施 策 事 業 主な担当課 

２５ 

多様な人権尊重 

 

性的指向や性自認の面で困難な状況

にある人の人権を保護するとともに、

社会の進展に伴う新たな人権課題に対

応するための取組が必要です。そのた

め、講演会等を通じて多様な人権尊重

に対する理解と認識が深まるよう啓発

に努めます。 

また、地域に在住している外国人が

安心して生活できるよう支援していく

ことも重要です。そのため、小松島市

国際交流協会と連携し、外国人への支

援を強化するなど、多文化共生のまち

づくりを進めます。 

◇人権尊重の精神の涵
かん

養と、様々な

人権問題の解決に向けた実践力の

育成を含む人権教育の推進 
学校課 

生涯学習課 

人権推進課 

◇講演会等による人権尊重に関する

意識の啓発 

◇国際交流協会との連携 人権推進課 

２６ 

メディア・リテラシー*の向上 

 

市民が様々なメディアからの情報を

主体的に収集し、適切に判断し、必要

な情報を正しく発信する能力を育成す

るため、メディア・リテラシー*向上

のための啓発や研修に努めます。 

◇児童生徒の発達段階に応じたメデ

ィアと情報を読み解く能力、活用

する能力、コミュニケーション能

力の育成 

学校課 

◇メディア・リテラシー*向上への啓

発・研修 
人権推進課 

２７ 

広報・刊行物等における性差別表現の

排除 

 

広報や刊行物等において性差別表現

を排除するための取組を強化します。 

 

◇行政情報誌の点検・見直し 

関係各課 

◇広報物・印刷物の点検・見直し 

◇行政情報放映モニターで放映する

情報の点検・見直し 
総務課 

◇性差別表現をなくすための取組 関係各課 

  

対策の方向性 
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◆行政施策について 

男女共同参画社会*を実現するために市民が期待することは、「保育の施設・サービスや、高齢

者や病人の施設や介護サービスを充実する」が約３５パーセントと最も高く、次いで「男女平等

を目指した法律・制度の制定や見直しを行う」が約２９パーセントとなっています。男女別に見

ると、女性の「保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設や介護サービスを充実する」が約

４２パーセントと高い値になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題１０ 家事・育児・介護を支える社会環境の整備 

現状と課題 

【複数回答】 

無回答・無効票

男女平等を目指した法律・制度の制定や見直しを行う

女性を政策決定の場に積極的に登用する

各種団体の女性のリーダーを養成する

職場における男女の均等な取扱いについて周知徹底を行う

女性の就労の機会を増やしたり、
女性の職業教育や職業訓練を充実したりする

その他

特にない

わからない

保育の施設・サービスや、
高齢者や病人の施設や介護サービスを充実する

学校や社会教育・生涯学習の場で男女の平等と
相互理解や協力についての学習を充実する

家庭や地域など日常生活に男性の参画が進むように
男性に対して啓発する

男女の生き方に関する情報提供や交流の場、
相談、教育などのセンターを充実する

各国の女性との交流や情報提供など、国際交流を推進する

広報誌やパンフレットなどで男女の平等と
相互の理解や協力についてPRする

（ n=642 ）

28.8%

24.0%

14.5%

22.1%

17.8%

35.2%

19.2%

10.7%

8.6%

4.5%

3.3%

1.4%

3.4%

9.2%

10.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

【複数回答】 【全体】 

凡例 男性 女性（ n=256 ） （ n=368 ）

その他（性別無回答） （ n=18 ）

女性の就労の機会を増やしたり、
女性の職業教育や職業訓練を充実したりする

保育の施設・サービスや、
高齢者や病人の施設や介護サービスを充実する

学校や社会教育・生涯学習の場で男女の平等と
相互理解や協力についての学習を充実する

わからない

無回答・無効票

家庭や地域など日常生活に男性の参画が進むように
男性に対して啓発する

男女の生き方に関する情報提供や交流の場、
相談、教育などのセンターを充実する

各国の女性との交流や情報提供など、国際交流を推進する

男女平等を目指した法律・制度の制定や見直しを行う

女性を政策決定の場に積極的に登用する

各種団体の女性のリーダーを養成する

職場における男女の均等な取扱いについて周知徹底を行う

広報誌やパンフレットなどで男女の平等と
相互の理解や協力についてPRする

その他

特にない

30.1%

25.0%

18.0%

18.0%

15.2%

25.4%

14.5%

6.3%

9.8%

2.3%

5.5%

3.1%

5.5%

12.1%

10.2%

28.5%

23.4%

12.2%

25.5%

19.3%

42.1%

22.3%

14.1%

7.3%

6.0%

1.9%

0.3%

2.2%

6.8%

9.8%

16.7%

22.2%

11.1%

11.1%

22.2%

33.3%

22.2%

5.6%

16.7%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

16.7%

11.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

【男女別】 

【複数回答】 
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男女共同参画に関する事業所アンケートによると、男女共同参画社会*を形成するために事業所

が期待することは、「保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設、介護サービスを充実させる」

が約５５パーセントと突出して高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果から行政に対し、子育て・保育サービスの充実や、介護サービスの充実が求められて

いることが分かります。また、家庭内での役割分担が女性に偏っており、男性が家事・育児・介

護の役割を平等に分担する体制がまだ十分に確立されていないのではないかと推測されます。家

庭内の責任を分担するための意識の向上を図ることや、行政による支援の充実が必要です。 

 

 

 

男女が家事・育児・介護等をともに担う意識の向上を図るとともに、子育て保育サービスの充

実、育児相談、保健指導の充実に努めます。また、介護サービス、介護予防サービスの推進にも

努めます。 

これらの取組により、家事・育児・介護などの負担の偏りの軽減を目指します。 

 

 No 施 策 事 業 主な担当課 

２８ 

男性の家事・育児・介護等の意識の向

上 

 

家事・育児等を男女がともに協力

し、より豊かな共生社会の実現を目指

します。 

◇家事・育児等をともに担う意識の

向上に向けた啓発活動 人権推進課 

 

対策の方向性 

（ n=26 ）

その他

特にない

わからない

無回答・無効票

女性の就労の機会を増やしたり、従来女性の就労が少なかった分野などへ
の女性の進出を促進したりするため、職業教育や職業訓練を充実させる

保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設、
介護サービスを充実させる

学校や社会教育・生涯学習の場で男女の平等と相互理解や協力についての
学習を充実させる

男女の生き方に関する情報提供や交流の場、相談、教育などの
センターを充実させる

各国の女性との交流や情報提供など、国際交流を促進する

広報誌やパンフレットなどで、男女の平等と相互の理解や協力について
PRする

労働時間短縮の枠組みづくりを進める

法律や制度の面で見直しを行う

女性を政策決定の場に積極的に登用する

各種団体の女性のリーダーを養成する

職場における男女の均等な取り扱いについて、周知徹底を行う

7.4%

22.2%

3.7%

14.8%

25.9%

33.3%

55.6%

18.5%

11.1%

0.0%

14.8%

7.4%

3.7%

11.1%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
【複数回答】 

【事業所】 
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 No 施 策 事 業 主な担当課 

２９ 

子育て・保育サービスの充実 
 

市民・地域と協力して、子どもたち

の健やかな成長を支援し、安心して子

育てができる環境整備を目指します。

また、機関誌の発行や広報、ホームペ

ージを活用して、子育てに関する情報

の提供を進めます。 

◇新・放課後子ども総合プラン 
生涯学習課 

児童福祉課 
◇ファミリー・サポート・センター
事業 

児童福祉課 

◇子育て短期支援事業 

◇延長保育事業 

◇地域子育て支援拠点事業 

◇放課後児童健全育成事業 

◇通常保育事業 

◇病児・病後児保育事業 

◇一時預かり事業 

◇利用者支援事業 

３０ 

育児相談・保健指導の充実 
 

育児に関する不安や孤立感の解消、

児童の虐待防止、男女が育児をともに

担う意識の向上など、育児に関する相

談支援体制や保健指導の充実に努めま

す。 

◇育児相談・支援体制の充実 
児童福祉課 

保健センター 

◇児童虐待防止推進、オレンジリボ
ン運動の継続 

児童福祉課 

◇子ども及びその保護者の子育て支
援等に関する情報提供や相談・助
言等 

◇関係機関との連絡調整等による子
育てに関する不安や悩みの解消と
児童の虐待防止 

◇妊産婦・新生児訪問 保健センター 

３１ 

介護サービス・介護予防サービスの推

進 
 

高齢者福祉計画・介護保険事業計画

に基づいて、介護サービス提供体制を

整備し、利用者への理解と利用促進を

図ります。同時に、要介護にならない

ための予防事業も実施し、高齢者が自

立した生活を送ることができるよう支

援に努めます。また、高齢者への虐待

や介護に関連する問題についても、情

報提供や相談体制の充実を図ります。 

このように、介護サービスと介護予

防の推進を通じて、高齢者の福祉と健

康な生活の実現を目指します。 

◇家族介護支援サービスの推進 

介護福祉課 

◇介護者の相談サービスの充実 

◇介護保険制度やサービスの周知と

利用促進 

◇介護予防事業 

◇地域支援体制の充実  
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高齢者、障がい者、ひとり親家庭などの場合、社会的に困難な状況に置かれたり、経済的に困

難な状況に陥ることがあります。また、女性が日常生活や社会生活を営む上で女性であることに

より様々な困難な問題に直面することがあります。これら生活上の困難を抱える全ての人への支

援を充実させていくことが必要です。 

 

 

 

経済的、社会的な困難を抱える全ての人が支援を受けられる体制づくりに努めます。高齢者や

障がい者への支援では、高齢者や障がい者が自立し、地域で充実した生活を送ることができるよ

う支援に努めます。ひとり親家庭への支援では、経済的な負担の軽減、職業訓練、子育てサポー

トなど、支援の充実に努めます。 

また、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律*（令和四年法律第五十二号）」を踏まえ、

関係機関等と連携して、「女性の福祉」、「人権の尊重や擁護」、「男女平等」といった視点から本計

画の施策を展開します。 

これらの取組により、生活上の困難を抱える全ての人への支援の充実に努めます。 

 

No 施 策 事 業 主な担当課 

３２ 

高齢者・障がい者への支援 

 

ノーマライゼーションの理念（社会

的な差別や偏見をなくし、あらゆる

人々が平等に参加し、自立した生活を

送ることができる社会を目指す理念や

運動のこと）のもと、高齢者や障がい

者にかかわらず、心身ともに健やかに

自立した生活を地域で営むことができ

るよう、介護保険事業及び障がい者支

援事業などを通じた支援に努めます。 

これにより、高齢者や障がい者が地

域で充実した生活を送ることができる

ようになることを目指します。 

◇介護保険事業 

介護福祉課 

◇障がい者支援事業 

 
 
 
 

課題１１ 生活上の困難を抱える全ての人への支援 

対策の方向性 

現状と課題 
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No 施 策 事 業 主な担当課 

３３ 

ひとり親家庭への支援 

 

ひとり親家庭には、経済的な負担や

子育ての責任が一人にかかってきま

す。この施策では、そうした負担に対

して適切な支援を検討します。 

具体的には、母子家庭対策総合事業

などのプログラム提供や児童扶養手

当、就労支援、職業訓練などによるキ

ャリア構築の推奨などです。 

◇児童扶養手当 

児童福祉課 

◇母子家庭等対策総合支援事業 

３４ 

困難な問題を抱える全ての人に対する

支援体制の整備 

 

経済的・社会的に困難な問題を抱え

ている人が安心して自立した生活を営

むことができるよう、相談体制の充実

に努めます。 

また、困難な問題を抱える女性*に

は、「生理の貧困」への支援など、関

係機関等と連携して女性に寄り添った

相談支援の充実に努めます。 

◇困難な問題を抱える女性*などへの

相談、情報提供 
関係各課 

◇生活保護の相談、情報提供 生活福祉課 

 
  



 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章  

計画の推進  
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１.  庁内推進体制の充実・強化 
本市では、男女共同参画社会*を実現するための取組をさらに進めるため、人権推進課を中心と

した全庁的推進体制を充実・強化し、男女共同参画の視点を持って施策を総合的かつ計画的に推

進します。 

 

２.  国・県・関係機関等との連携 
男女共同参画の推進についての課題は、広範多岐にわたるため、本市の取組だけでは解決につ

ながらないこともあります。国・県・関係機関等との連携を図りながら、男女共同参画社会*の実

現に向けた取組を進めます。 

 

３.  市民・事業者との協働による取組の推進 
計画を推進し、目標を達成していくために、各種事業を通じて意識啓発を図りながら、市民・

事業者との協働による事業の実施に努めます。 

 

４.  計画の進行管理 
計画の進行管理については、事業の実施状況、市民意識調査等において評価を行い、それらを

踏まえて施策・事業の点検、見直し等を検討する等、計画・実行・評価・改善のサイクル（ＰＤ

ＣＡサイクル）のなかで進行管理に取り組みます。 
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資料編   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

50 
 

 

 

 

 



 

51 
 

１． 小松島市男女共同参画計画策定懇談会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，本市における男女共同参画計画の策定について，広く市民の参加を求め，地域に

即した施策の推進に資するため，小松島市男女共同参画計画策定懇談会（以下「懇談会」という。）

に関し，必要なことを定めることを目的とする。 

（所掌事項） 

第２条 懇談会は，次の各号に掲げる事項を討議し，その結果を市長に提言する。 

（１）小松島市男女共同参画基本計画の策定に関する基本的かつ総合的な事項 

（２）前号に掲げるもののほか，男女共同参画に関する事項で市長が必要と認める事項 

（委員） 

第３条 懇談会は，市長が委嘱する委員１５名以内で構成する。 

２ 委員は，前条に規定する市長への提言の完了をもって解嘱されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 懇談会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選により定める。 

３ 会長は，会務を総理し，懇談会を代表する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 懇談会は，会長が招集し，会長が会議の議長となる。ただし，委員委嘱後最初に開催される会

議は，市長が招集する。 

２ 会長は，必要があると認めるときは会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聞くことができる。 

３ 懇談会の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，会長の決するところによる。 

（庶務） 

第６条 懇談会の庶務は，市民環境部人権推進課において処理する。 

（補足） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，懇談会の運営に関し必要な事項は会長が定める。 

附 則 

この要綱は，平成１３年８月２日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２５年９月２日から施行する。 
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２． 小松島市男女共同参画計画策定懇談会委員名簿 

 
     （五十音順、敬称略）  

Ｎｏ. 氏   名 所属・役職等 役 職 

１ 阿部 頼孝 徳島文理大学名誉教授 会 長 

２ 市岡 沙織 市岡製菓株式会社社長  

３ 稲田 米昭 小松島市社会福祉協議会会長  

４ 川西 智子 小松島市ＰＴＡ連合会理事  

５ 竹島 由美子 小松島市連合婦人会会長  

６ 坪内 奈津子 徳島県女性協議会会長  

７ 中川 純一 
徳島公共職業安定所 

小松島出張所所長 
 

８ 長﨑 裕加 
徳島大学ＡＷＡサポートセンター 

特任講師 
副会長 

９ 濱堀 由美 
徳島県中央こども女性相談センター 

女性支援担当課長 
 

１０ 村上 久美子 小松島市人権擁護委員  
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３． 第 3次小松島市男女共同参画計画策定の経緯 

 
令和５（２０２３）年度 

年 月 日 会   議   名   等 

令和５年６月２６日（月） 

第１回小松島市男女共同参画計画策定懇談会 

◇委嘱状交付 

◇会長・副会長の選出 

◇小松島市男女共同参画計画策定を諮問 

◇アンケート（案）審議 

令和５年７月３１日（月） 

第２回小松島市男女共同参画計画策定懇談会 

◇アンケート（案）審議 

◇第３次計画の策定に向けての審議 

令和５年９月７日（木） 

～９月２７日（水） 

男女共同参画社会に関する市民アンケートの実施 

（２,０００人対象） 

令和５年９月７日（木） 

～９月２７日（水） 

男女共同参画社会に関する事業所アンケートの実施 

（７０社対象） 

令和５年１１月１７日（金） 

第３回小松島市男女共同参画計画策定懇談会 

◇第３次計画の素案の審議 

令和５年１２月８日（金） 

～１２月２２日（金） 
パブリックコメント募集 

令和６年２月６日（火） 

第４回小松島市男女共同参画計画策定懇談会 

◇パブリックコメントの審議 

◇計画（素案）最終審議 

令和６年２月２２日（木） 小松島市男女共同参画計画策定懇談会が計画策定を市長へ答申 
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４． 意識調査の実施 

本計画の策定に先立ち、男女共同参画に関する市民や事業者の意識を明らかにし、計画策定の

基礎資料とすることを目的としてアンケート調査を実施しました。 

 

（１）市民アンケート  
調査名称 男女共同参画に関する市民アンケート 

調査対象 市内在住の１８歳以上８０歳未満の方 

調査方法 郵送による配布、回収 

調査期間 令和５（２０２３）年９月７日～９月２７日 

対象者数 ２,０００人 

回収数    ６４２人（有効回収率３２.１％） 

 

（２）事業所アンケート  
調査名称 男女共同参画に関する事業所アンケート 

調査対象 市内企業 

調査方法 郵送による配布、回収 

調査期間 令和５（２０２３）年９月７日～９月２７日 

対象者数 ７０件 

回収数    ２７件（有効回収率３８.６％） 

 

５． 施策実施状況調査の実施 

本計画の策定にあたって、第２次計画の進捗状況や課題を検証するために、庁内関係各課に対

して、施策実施状況調査を実施しました。 
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６． 意識調査結果の分析 

 

（１）日常生活について  

◆夫・妻の役割 

「炊事、洗濯、掃除などの家事」は、全てにおいて「ともに協力して担うべき」が多くなっており、「子

どもの世話、しつけや教育」、「親の世話や介護」については、「ともに協力して担うべき」という回答が７

割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

  ※ アンケートで性別「男性」「女性」と回答した方のみ対象 

   

◆ワーク・ライフ・バランス*への希望と現実 

ワーク・ライフ・バランス*については、希望では「仕事、家事、プライベートをバランスよく」との回

答が半数以上であるのに対して、現実に目を向けると、「仕事優先」、「家事優先」、「仕事と家事優先」にな

っているのがわかります。その理由として、仕事、家事の負担が大きいことが挙げられていますが、「経済

的な理由から」、が３割を超えています。 

 

 

 

 

 

 
  

凡例

現実

希望

仕事と家事優先

仕事、家事、プライベートをバランスよく

n=642

家事優先

プライベートな時間優先

無回答・無効票

家事とプライベートな時間優先

n=642

仕事優先

仕事とプライベートな時間優先

26.5%

0.3%

14.2%

1.1%

21.5%

1.1%

6.4%

14.0%

7.2%

9.0%

8.6%

14.3%

9.3%

52.6%

6.4%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

①炊事、洗濯、掃除などの家事

②子供の世話、しつけや教育

③親の世話や介護など

どちらかといえば妻の役割

どちらかといえば夫の役割

妻の役割

ともに協力して担うべき

夫の役割

n=624

n=624

n=624

無回答・無効票

2.6%

1.1%

2.6%

0.8%

1.0%

2.4%

57.9%

71.8%

72.4%

15.5%

5.3%

4.3%

13.9%

5.1%

2.1%

9.3%

15.7%

16.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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「ワーク・ライフ・バランス*がどの程度実現されているか」を年代別に見ると、５０歳代の「十分に仕

事と生活の調和がとれている」が約３パーセントと際立って少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

凡例

全　体

男性

女性

その他（性別無回答）

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答・無効票

n=642

性
別

n=256

n=368

n=18

年
齢
別

n=7

n=45

n=57

n=79

n=106

n=156

n=183

十分に仕事と生活の調和が取れている

どちらかといえば仕事と生活の調和が取れていない

わからない

どちらかといえば仕事と生活の調和が取れている

仕事と生活の調和は取れていない

11.5%

14.5%

9.5%

11.1%

42.9%

20.0%

7.0%

11.4%

2.8%

15.4%

11.5%

38.9%

34.0%

42.4%

38.9%

14.3%

37.8%

40.4%

44.3%

43.4%

40.4%

33.9%

15.1%

16.8%

14.1%

11.1%

15.6%

22.8%

19.0%

22.6%

16.0%

6.0%

9.7%

9.0%

10.3%

5.6%

4.4%

10.5%

15.2%

17.0%

6.4%

7.7%

15.7%

15.2%

16.3%

11.1%

14.3%

17.8%

19.3%

5.1%

11.3%

12.8%

24.6%

9.0%

10.5%

7.3%

22.2%

14.3%

4.4%

5.1%

2.8%

9.0%

16.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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（２）就労について  

◆就労についての考え方 

「男は仕事、女は家庭」という考え方については、前回調査に比べどの年齢も「賛成できない」、が圧倒

的に増えています。特記すべきは２０歳未満の「賛成できない」、「どちらかといえば賛成できない」、を合

わせた数値が１００パーセントであることです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆職場での現実 

職場での男女格差については、前回調査では３割を超えていた「賃金に男女差がある」、「お茶くみなどの

雑用は職種にかかわらず女性がすることが多い」がどれも減っており、逆に２割弱であった「特に男女格差

はない」との回答が倍増しており、職場環境が改善されていることが推察されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

凡例

全　体

男性

女性

その他（性別無回答）

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

どちらかといえば賛成できない

n=183

賛成できる

n=18

n=256

n=642

賛成できない

どちらかといえば賛成できる

無回答・無効票

性
別

年
齢
別

n=368

n=7

n=45

n=57

n=79

n=106

n=156

39.6%

35.2%

42.9%

33.3%

42.9%

40.0%

61.4%

39.2%

34.9%

41.7%

35.5%

37.5%

36.3%

38.0%

44.4%

57.1%

40.0%

19.3%

44.3%

42.5%

38.5%

33.3%

17.3%

21.1%

14.9%

11.1%

4.4%

17.5%

12.7%

19.8%

16.0%

23.0%

2.8%

5.5%

0.8%

5.6%

11.1%

1.8%

2.5%

2.8%

1.9%

2.2%

2.8%

2.0%

3.3%

5.6%

4.4%

1.3%

1.9%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答・無効票

女性が結婚や出産を期に退職する慣習がある

女性が長く就労することを歓迎しない雰囲気がある

お茶くみなどの雑用は職種にかかわらず女性がすることが多い

女性は補助的な仕事しかさせてもらえない

その他

特に男女格差はない

定年の年齢に男女差がある

（ n=642 ）

女性は昇進・昇格が遅い、または望めない

賃金に男女差がある

昇給に男女差がある

研修や教育訓練、出張や視察などの機会に男女差がある

14.6%

23.8%

15.6%

7.6%

2.0%

15.9%

5.0%

24.5%

5.1%

3.9%

36.9%

13.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%【複数回答】 
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無回答・無効票

女性の活用に関する担当部局を定める、担当者・責任者を
選任する等、企業内の推進体制を整備している

女性の活用状況や活用にあたっての問題点の
調査・分析を行っている

女性活用のための計画を策定している

業務に必要な知識や能力、資格取得のための教育や研修を、
性別に関係なく実施している

女性がいないまたは少ない職務について、
意欲と能力がある女性を積極的に採用するなどしている

男性の中間管理職や同僚に対し、
女性活用の重要性についての啓発を行っている

性別により評価することがないよう、
人事考課基準を明確に定めている

体力面での個人差を補う器具、設備等を設置する等、
働きやすい職場環境づくりを行っている

仕事と家庭の両立のための制度を整備し、活用を促進している

その他

（ n=23 ）

14.8%

7.4%

22.2%

63.0%

18.5%

11.1%

18.5%

3.7%

37.0%

7.4%

14.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

◆仕事を辞めざるを得ない理由 
仕事を辞めざるを得ない理由については、「男性」と比較して、「女性」及び「その他」は、「結婚のため」、

「出産・育児のため」が多くなっています。また、「自分の健康や体力的な問題のため」も、理由の多くを

占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※ アンケートで、「仕事をやめたり、中断したり、転職したことがある」と回答した方のみ対象 

      

◆事業所の取組 
事業所の取組においては、「業務に必要な知識や能力、資格取得のための教育や研修を、性別に関係なく

実施している」が６３パーセントと最大ですが、これと比較して「女性活用のための計画を策定している」

は約２２パーセント、「女性の活用に関する担当部局を定める、担当者・責任者を選任する等、企業内の推

進体制を整備している」は約１５パーセントと少なく、これからの取組の拡大が期待されるところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 男性 女性

その他

よりよい条件の仕事があったから

高齢になったため

家業につくため

無回答・無効票

特に理由はない

大学に行ったり、資格を取ったりするため

結婚のため

出産・育児（出産休暇・育児休業を除く）のため

親や病気の家族の世話をするため

配偶者の転勤のため

家族の理解・協力が得にくいため

自分の健康や体力的な問題のため

長期間勤続しにくい職場の雰囲気のため

労働条件に対して不満があったため

仕事の内容があわなかったため

会社側の都合のため

（ n=256 ） （ n=368 ）

その他（性別無回答） （ n=18 ）

2.3%

0.4%

2.3%

0.4%

0.0%

11.7%

5.5%

12.9%

12.9%

7.4%

4.7%

4.3%

6.6%

5.1%

2.7%

1.6%

0.4%

25.3%

28.8%

7.3%

4.9%

4.6%

14.4%

6.5%

8.4%

10.9%

4.9%

1.9%

3.8%

6.0%

6.0%

4.9%

1.4%

0.3%

16.7%

27.8%

5.6%

0.0%

5.6%

22.2%

11.1%

11.1%

11.1%

11.1%

0.0%

0.0%

11.1%

0.0%

0.0%

5.6%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
【複数回答】 

【複数回答】 
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◆事業所育児休業制度の規定の有無       ◆介護休業制度の規定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４（２０２２）年度 

◆事業所育児休業制度の利用状況        ◆事業所介護休業制度の利用状況 

 

 

 

 
 
 

 

※出産した従業員                                                 利用した女性従業員                   利用した男性従業員 

※ 左端のグラフのｎは回答者数（企業数、２４社）で、このうち出産した従業員がいた企業数は全体の５０％の１２社でした。このうち、令和４年度に育児休業

を利用された方は出産者の数と同様であり、全員が育児休業を取得されています。 

 
アンケートに回答した事業所の約９０パーセントが、育児・介護休業制度を規定しています。 
 

◆育児・介護休業制度を導入・実施したことによる効果や変化 

育児・介護休業制度を導入・実施したことによる効果や変化として、育児休業制度では、「女性従業員の

定着率が向上した」で「効果や変化があった」の割合が約４２パーセントみられますが、介護休業制度では

目立った効果はまだみられないようです。 

また、介護休業制度では、「女性従業員の定着率が向上した」、「従業員同士の助け合う雰囲気が増えた」

に関して「効果や変化があった」が前回調査では２割弱あったのに対して今回はその４分の１以下になって

います。これには、介護休業制度の取得率が低いこととも関連して、介護休業制度の運用状況についての改

善の余地があることが窺えます。 

また、育児休業制度では、「従業員一人当たりの業務量が増えた」が前回調査の約１３パーセントから約

３３パーセントに増えています。これは、育児休業制度の導入に対して、業務の効率化が追い付いていない

ことが推察されます。 
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【育児休業制度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護休業制度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ アンケートで育児休業制度、介護休業制度の規定があると回答した企業のみ対象 

 

 
 
 

 

 

 

 

① 女性従業員の定着率が向上した

② 意欲や能力のある女性の
　 人材活用が進んだ

③ 従業員同士が助け合う雰囲気が
    生まれた

④ 従業員のストレスが減った

⑤ 業務の効率化や改善につながった

⑥ 社会的責任を果たす企業の
    イメージが高まった

⑦ 従業員の満足度や仕事への
    意欲が高まった

⑧ 現場管理職の労務管理が難しくなった

⑨ 従業員一人当たりの業務量が増えた

n=20

n=20

n=20

n=20

n=20

n=19

n=20

n=20

n=20

凡例 効果や変化があった どちらともいえない

効果や変化はなかった 無回答・無効票

4.2%

4.2%

4.2%

16.7%

8.3%

4.2%

16.7%

50.0%

50.0%

54.2%

58.3%

50.0%

50.0%

54.2%

62.5%

45.8%

29.2%

25.0%

25.0%

25.0%

33.3%

16.7%

20.8%

16.7%

20.8%

16.7%

20.8%

16.7%

16.7%

16.7%

16.7%

16.7%

16.7%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 女性従業員の定着率が向上した

② 意欲や能力のある女性の
　 人材活用が進んだ

③ 従業員同士が助け合う雰囲気が
    生まれた

④ 従業員のストレスが減った

⑤ 業務の効率化や改善につながった

⑥ 社会的責任を果たす企業の
    イメージが高まった

⑦ 従業員の満足度や仕事への
    意欲が高まった

⑧ 現場管理職の労務管理が難しくなった

⑨ 従業員一人当たりの業務量が増えた

凡例

n=21

n=21

効果や変化があった

n=21

n=21

n=21

n=21

n=21

n=21

n=21

どちらともいえない

効果や変化はなかった 無回答・無効票

41.7%

20.8%

25.0%

4.2%

4.2%

29.2%

20.8%

16.7%

33.3%

29.2%

50.0%

54.2%

70.8%

58.3%

50.0%

54.2%

54.2%

45.8%

16.7%

16.7%

8.3%

12.5%

25.0%

8.3%

12.5%

16.7%

8.3%

12.5%

12.5%

12.5%

12.5%

12.5%

12.5%

12.5%

12.5%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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◆今後、育児・介護（看護）休業制度が定着するための課題 

「休業中の代替要員の確保」が約７０パーセントとなっています。またそれにともない「人事ローテーシ

ョンでカバーするときの業務分担」をしっかり考える必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆企業として取り組む課題は 

企業として取り組む課題としては、「働き方、仕事の進め方を見直す」が約５２パーセントを占め、これ

に「労働時間の短縮や休日の増加を推進する」と「残業時間を減らす」が約３３パーセントで続いています。

事業所内で男女共同参画を進めていくためには、業務の効率化等による「ゆとり」の創出が重要であると考

えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃金・仕事内容など、労働条件での男女格差をなくす

（ n=21 ）

労働時間の短縮や休日の増加を推進する

働き方、仕事の進め方を見直す

残業時間を減らす

趣味・活動ができるように福利厚生面を充実する

無回答・無効票

事業所内の託児について充実する

育児や介護休暇中の諸手当を充実する

男性も女性も育児休業がとりやすくするために環境を整備する

結婚・出産・介護などの理由で退職した社員の
再雇用制度を充実する

仕事と家庭の両立などの問題で、相談できる窓口を設置する

フレックスタイム制度や在宅勤務制度を導入する

昇格の機会を男女平等にする

研修や職業訓練の機会を拡充する

保育施設や介護のための施設・サービスを拡充する

育児や介護のための休暇制度を充実する

その他

33.3%

51.9%

33.3%

3.7%

11.1%

0.0%

7.4%

3.7%

11.1%

0.0%

3.7%

7.4%

7.4%

3.7%

3.7%

0.0%

22.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

利用者、非利用者間の不公平感の是正

わからない

無回答・無効票

その他

（ n=25 ）

休業中の代替要員の確保

復帰後の代替要員の処遇

休業中の賃金保証

復帰後のポストなど受け入れ体制

人事ローテーションでカバーするときの業務分担

70.4%

11.1%

22.2%

14.8%

44.4%

25.9%

0.0%

7.4%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
【複数回答】 

【複数回答】 
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（３）防災、災害対策について 

◆女性の視点に配慮して取り組む必要があると思うこと 

防災・災害復興対策で女性の視点に配慮して取り組む必要があると思うことは、「食料、飲料水、医薬品

の備えや供給体制」（約６３パーセント）及び「避難所の設置、運営体制」（約５６パーセント）が５割を超

え、重要視されていることがわかります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（４）セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）*について 

◆セクシュアル・マイノリティの方が生活しづらい（差別・偏見などで）社会だと思いますか。

また、解決のために必要なもの 

セクシュアル・マイノリティの方が生活しづらい社会だと思うかどうか、の質問で、「思う」と「どちら

かといえば思う」と答えた人が約５７パーセントいます。そしてその解決方法としては、「職場や学校等に

おける理解の促進」（７８パーセント）と答えた人が最も多く、次いで「法律や制度の見直し」（約５２パー

セント）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

※ アンケートでセクシュアル・マイノリティ（LGBTQ）の方にとって、偏見や差別など 

により、生活しづらい社会だと「思う 」「どちらかといえば思う」と回答した方のみ対象 

 
 
 

  

特にない

その他

わからない

無回答・無効票

避難所の設置・運営体制

被災者に対する相談受付体制

食料、飲料水、医薬品の備えや供給体制

救急医療体制

災害時の正確・迅速な情報連絡体制

（ n=642 ）

55.8%

31.0%

63.4%

44.5%

38.0%

1.2%

4.7%

6.5%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
【複数回答】 

無回答・無効票

いじめや差別を禁止する法律や制度の見直し

職場や学校等における理解の促進

専門相談窓口の充実

行政機関による啓発や広報活動の推進

申請者などの性別欄を削除するなどの配慮

必要だと思わない

わからない

その他

（ n=368 ）

51.9%

78.0%

42.4%

29.9%

22.3%

2.2%

4.9%

4.6%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

【複数回答】 
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（５）男女平等社会について  

◆男女の地位の平等について 

男女の地位の平等については、男性では、男性の方が「政治の場」で「優遇されている」、「どちらかとい

うと優遇されている」と感じている人が約６６パーセントを占めており、「女性の方が優遇されている」と

いう意見は、どの項目においても目立った回答はありません。 

一方、女性では、男性の方が「政治の場」で「優遇されている」、「どちらかというと優遇されている」と

感じている人が約８６パーセントを占めており、「社会通念・慣習・しきたりで」、「社会全体で」などにお

いても男性優遇と感じています。 

このように女性から見ると、男性は、社会全体で優遇されていると感じている人が多く、とりわけ政治や

社会通念など、社会活動に大きな影響を与える部分で顕著になっています。このことから、今後は、男女共

同参画の各施策を通じて、男女平等社会に関する認識の差を埋めていく必要があります。 

【男性】                              

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 男性と回答した方のみ対象 

  

 【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 女性と回答した方のみ対象 

 

凡例

【男性】

①家庭生活で

②職場で

③地域社会で

④学校教育の場で

⑤政治の場で

⑥法律や制度の上で

⑦社会通念・慣習・しきたりで

⑧社会全体で

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている 無回答・無効票

n=256

n=256

n=256

n=256

n=256

n=256

n=256

n=256

3.1%

7.4%

3.9%

1.6%

24.6%

7.4%

14.1%

8.6%

34.8%

37.1%

38.7%

16.4%

41.0%

27.0%

49.6%

48.8%

43.8%

35.2%

39.5%

64.5%

21.9%

47.3%

21.5%

23.8%

10.9%

9.4%

7.8%

3.5%

3.1%

6.3%

3.9%

9.0%

1.2%

2.0%

1.6%

0.8%

1.6%

3.1%

1.2%

2.0%

6.3%

9.0%

8.6%

13.3%

7.8%

9.0%

9.8%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

【女性】

①家庭生活で

②職場で

③地域社会で

④学校教育の場で

⑤政治の場で

⑥法律や制度の上で

⑦社会通念・慣習・しきたりで

⑧社会全体で

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている 無回答・無効票

n=368

n=368

n=368

n=368

n=368

n=368

n=368

n=368

13.0%

13.0%

14.1%

4.6%

41.6%

18.2%

30.2%

22.0%

48.6%

44.8%

50.3%

30.4%

44.6%

41.3%

54.6%

60.3%

30.7%

30.7%

25.5%

53.5%

6.3%

27.7%

7.6%

9.5%

3.0%

2.2%

2.7%

1.6%

0.8%

3.5%

0.8%

1.4%

0.3%

0.3%

0.3%

0.3%

0.3%

0.3%

4.6%

9.0%

7.3%

9.5%

6.5%

9.0%

6.5%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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◆男女共同参画に関する言葉の認知 

男女共同参画に関する言葉の認知で高いものは前回調査（平成２５（２０１３）年１１月）と同じく「セ

クシュアル・ハラスメント*」で、低いものは「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ*」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

凡例

①　男女共同参画社会

②　男女雇用機会均等法

③　ワーク・ライフ・バランス

④　リプロダクティブ・ヘルス／ライツ

⑤　セクシュアル・ハラスメント

⑥　配偶者からの暴力の防止及び
　　被害者の保護に関する法律（DV防止法）

⑦　ストーカー行為等の規制等に関する法律
　　（ストーカー規制法）

n=642

知っている

n=642

n=642

n=642

n=642

n=642

n=642

何となく知っている

知らない 無回答・無効票

31.9%

50.8%

26.6%

4.8%

70.2%

57.9%

59.7%

39.7%

31.5%

34.6%

13.1%

20.4%

29.1%

30.1%

21.7%

11.2%

31.9%

75.2%

3.0%

6.7%

4.0%

6.7%

6.5%

6.9%

6.9%

6.4%

6.2%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【全体】 
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男女共同参画社会基本法 

平成十一年六月二十三日 

法律第七十八号 

最終改正 平成一一年一二月二二日法律第一六〇号 

 

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本

的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条） 

附則 

 

（前文） 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の

下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な

取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に

進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等

我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上

で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち

合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発

揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な

課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実

現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と

位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくこと

が重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理

念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、

地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に

関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この

法律を制定する。 
 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会

経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実

現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形

成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及

び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計

画的に推進することを目的とする。  

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構

成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野

における活動に参画する機会が確保され、もって男女

が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を

享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を

形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女

間の格差を改善するため必要な範囲内において、男

女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供

することをいう。  
（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての

尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱

いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機

会が確保されることその他の男女の人権が尊重されるこ

とを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会にお

ける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等

を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中

立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の

形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、

社会における制度又は慣行が男女の社会における活動

の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとす

るように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等

な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策

又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同し

て参画する機会が確保されることを旨として、行われな

ければならない。 
（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男

女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族

の介護その他の家庭生活における活動について家族の

一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外

の活動を行うことができるようにすることを旨として、行

われなければならない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会にお

ける取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男

女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われな

ければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画

社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に

策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同

参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策

及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた

施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会の

あらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同

参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措

置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形

成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の
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促進に関する施策についての報告を提出しなければなら

ない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の

形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、

これを国会に提出しなければならない。 
 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女

共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以

下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければな

らない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定

めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、

男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求

めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があっ

たときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しな

ければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につい

て準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案し

て、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以

下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべ

き男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女

共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策について

の基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」とい

う。）を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画

又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実

施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮し

なければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、

基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置

を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に

影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理

のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその

他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって

人権が侵害された場合における被害者の救済を図るた

めに必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同

参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他

の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定

に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調

の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報

の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的

な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講

ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女

共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援す

るため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように

努めるものとする。 
 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」と

いう。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規

定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大

臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査

審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があ

ると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、

意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があ

ると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、

意見を述べること。 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって

組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大

臣が指定する者 
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二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する

者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数

の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議

員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満

であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年と

する。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要

があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視

又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開

陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があ

ると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対して

も、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び

議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政

令で定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七

号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会

設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条の規定

により置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第

一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもっ

て存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一

項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員

である者は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項

の規定により、審議会の委員として任命されたものとみ

なす。この場合において、その任命されたものとみなされ

る者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日に

おける旧審議会設置法第四条第二項の規定により任命

された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任

期間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一

項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長

である者又は同条第三項の規定により指名された委員

である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十

四条第一項の規定により審議会の会長として定められ、

又は同条第三項の規定により審議会の会長の職務を代

理する委員として指名されたものとみなす。 

附 則（平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成

十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第

二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の

日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲

げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の

職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、

当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれ

の法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、こ

の法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律

で定める。 

附 則（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十

三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律の一部を改正する法律附則の改正

規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三百六

条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二

項及び第千三百四十四条の規定 公布の日。 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律 

平成十三年四月十三日 

法律第三十一号 

最終改正 令和五年六月一四日法律第三十号 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の

二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条

の四） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条―第三十一条） 

附則 

 

（前文） 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の

平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取

組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む

重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必

ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力

の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難で

ある女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊

厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現

を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保

護するための施策を講ずることが必要である。このことは、

女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会にお

ける取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立

支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配

偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃で

あって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）

又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下こ

の項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」

と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を

受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消され

た場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受

ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を

受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」

には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の

事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入るこ

とを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防

止するとともに、被害者の保護（被害者の自立を支援するこ

とを含む。以下同じ。）を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣

及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において

「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条

並びに次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）

を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第

一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計

画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策を実施するために必要な国、地方公共団体及び民間

の団体の連携及び協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のための施策に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよう

とするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなけ

ればならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道

府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条に

おいて「都道府県基本計画」という。）を定めなければならな

い。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の実施内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策を実施するために必要な当該都道府県、関係地方公

共団体及び民間の団体の連携及び協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事

項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即

し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村におけ

る配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施

策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市

町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町
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村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県

基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言

その他の援助を行うよう努めなければならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する女性相

談支援センターその他の適切な施設において、当該各施設

が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすよう

にするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設におい

て、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機

能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うも

のとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずる

こと又は女性相談支援員若しくは相談を行う機関を紹介す

ること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は

心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあって

は、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条、

第八条の三及び第九条において同じ。）の緊急時における

安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就

業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等につ

いて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の

援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情

報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこ

と。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情

報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行

うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、女性相談支援センターが、

自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委

託して行うものとする。 

５ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員

若しくは職員又はこれらの者であった者は、正当な理由が

なく、その委託を受けた業務に関して知り得た秘密を漏らし

てはならない。 

６ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当

たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努

めるものとする。 

（女性相談支援員による相談等） 

第四条 女性相談支援員は、被害者の相談に応じ、必要

な援助を行うことができる。 

（女性自立支援施設における保護） 

第五条 都道府県は、女性自立支援施設において被害者

の保護を行うことができる。 

（協議会） 

第五条の二 都道府県は、単独で又は共同して、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、関係機関、

関係団体、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関連する職務に従事する者その他の関係者（第五項におい

て「関係機関等」という。）により構成される協議会（以下「協

議会」という。）を組織するよう努めなければならない。 

２ 市町村は、単独で又は共同して、協議会を組織するこ

とができる。 

３ 協議会は、被害者に関する情報その他被害者の保護

を図るために必要な情報の交換を行うとともに、被害者に対

する支援の内容に関する協議を行うものとする。 

４ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内

閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなければなら

ない。 

５ 協議会は、第三項に規定する情報の交換及び協議を

行うため必要があると認めるときは、関係機関等に対し、資

料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求め

ることができる。 

（秘密保持義務） 

第五条の三 協議会の事務に従事する者又は従事してい

た者は、正当な理由がなく、協議会の事務に関して知り得た

秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第五条の四 前二条に定めるもののほか、協議会の組織

及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった

者からの身体に対する暴力に限る。以下この章において同

じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力

相談支援センター又は警察官に通報するよう努めなければ

ならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支

援センター又は警察官に通報することができる。この場合に

おいて、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の

規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の

規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相

談支援センター等の利用について、その有する情報を提供

するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説

明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関す

る通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に

対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援セン

ターが行う業務の内容について説明及び助言を行うととも

に、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行

われていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法律第

百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百
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三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、

被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発

生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警

察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、方

面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長

は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの

暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の

申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者か

らの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定

めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教

示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するた

めに必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五

号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事務

所」という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十

四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母

子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二

十九号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自立

を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、

福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村の

関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当た

っては、その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図り

ながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職

員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたと

きは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（接近禁止命令等） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生

命、身体、自由、名誉若しくは財産に対し害を加える旨を告

知してする脅迫（以下この章において「身体に対する暴力等」

という。）を受けた者に限る。以下この条並びに第十二条第

一項第三号及び第四号において同じ。）が、配偶者（配偶者

からの身体に対する暴力等を受けた後に、被害者が離婚を

し、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶

者であった者。以下この条及び第十二条第一項第二号から

第四号までにおいて同じ。）からの更なる身体に対する暴力

等により、その生命又は心身に重大な危害を受けるおそれ

が大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、当該配

偶者に対し、命令の効力が生じた日から起算して一年間、

被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住

居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所におい

て被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先

その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはなら

ないことを命ずるものとする。 

２ 前項の場合において、同項の規定による命令（以下

「接近禁止命令」という。）を発する裁判所又は発した裁判

所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、命令の効

力が生じた日以後、接近禁止命令の効力が生じた日から起

算して一年を経過する日までの間、被害者に対して次に掲

げる行為をしてはならないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告

げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場

合を除き、連続して、電話をかけ、文書を送付し、通信文そ

の他の情報（電気通信（電気通信事業法（昭和五十九年法

律第八十六号）第二条第一号に規定する電気通信をいう。

以下この号及び第六項第一号において同じ。）の送信元、送

信先、通信日時その他の電気通信を行うために必要な情報

を含む。以下この条において「通信文等」という。）をファクシ

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールの送信等をす

ること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六

時までの間に、電話をかけ、通信文等をファクシミリ装置を

用いて送信し、又は電子メールの送信等をすること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情

を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に置く

こと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状

態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその

知り得る状態に置き、その性的羞恥心を害する文書、図画、

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

以下この号において同じ。）に係る記録媒体その他の物を送

付し、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥

心を害する電磁的記録その他の記録を送信し、若しくはそ

の知り得る状態に置くこと。 

九 その承諾を得ないで、その所持する位置情報記録・

送信装置（当該装置の位置に係る位置情報（地理空間情報

活用推進基本法（平成十九年法律第六十三号）第二条第一

項第一号に規定する位置情報をいう。以下この号において

同じ。）を記録し、又は送信する機能を有する装置で政令で

定めるものをいう。以下この号及び次号において同じ。）（同

号に規定する行為がされた位置情報記録・送信装置を含

む。）により記録され、又は送信される当該位置情報記録・

送信装置の位置に係る位置情報を政令で定める方法により

取得すること。 

十 その承諾を得ないで、その所持する物に位置情報記

録・送信装置を取り付けること、位置情報記録・送信装置を

取り付けた物を交付することその他その移動に伴い位置情

報記録・送信装置を移動し得る状態にする行為として政令

で定める行為をすること。 

３ 第一項の場合において、被害者がその成年に達しな

い子（以下この項及び次項並びに第十二条第一項第三号に

おいて単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶

者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っている

ことその他の事情があることから被害者がその同居してい

る子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを

防止するため必要があると認めるときは、接近禁止命令を

発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、
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当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、接近禁止

命令の効力が生じた日から起算して一年を経過する日まで

の間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として

いる住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校

その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当

該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の

付近をはいかいしてはならないこと及び当該子に対して前

項第二号から第十号までに掲げる行為（同項第五号に掲げ

る行為にあっては、電話をかけること及び通信文等をファク

シミリ装置を用いて送信することに限る。）をしてはならない

ことを命ずるものとする。ただし、当該子が十五歳以上であ

るときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項の場合において、配偶者が被害者の親族その

他被害者と社会生活において密接な関係を有する者（被害

者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以

下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号において

「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴

な言動を行っていることその他の事情があることから被害

者がその親族等に関して配偶者と面会することを余儀なく

されることを防止するため必要があると認めるときは、接近

禁止命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申

立てにより、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、接近禁止命令の効力が生じた日から起算して一年を経

過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同

じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、

又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する

場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものと

する。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満

の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族

等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっ

ては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、すること

ができる。 

６ 第二項第四号及び第五号の「電子メールの送信等」と

は、次の各号のいずれかに掲げる行為（電話をかけること及

び通信文等をファクシミリ装置を用いて送信することを除

く。）をいう。 

一 電子メール（特定電子メールの送信の適正化等に関

する法律（平成十四年法律第二十六号）第二条第一号に規

定する電子メールをいう。）その他のその受信をする者を特

定して情報を伝達するために用いられる電気通信の送信を

行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て、内閣府令で定めるものを用いて通信文等の送信を行う

こと。 

（退去等命令） 

第十条の二 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を

加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同

じ。）を受けた者に限る。以下この条及び第十八条第一項に

おいて同じ。）が、配偶者（配偶者からの身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者

であった者。以下この条、第十二条第二項第二号及び第十

八条第一項において同じ。）から更に身体に対する暴力を

受けることにより、その生命又は身体に重大な危害を受ける

おそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、

当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日から起算して二

月間（被害者及び当該配偶者が生活の本拠として使用する

建物又は区分建物（不動産登記法（平成十六年法律第百二

十三号）第二条第二十二号に規定する区分建物をいう。）の

所有者又は賃借人が被害者のみである場合において、被害

者の申立てがあったときは、六月間）、被害者と共に生活の

本拠としている住居から退去すること及び当該住居の付近

をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、

申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠

を共にする場合に限る。 

（管轄裁判所） 

第十一条 接近禁止命令及び前条の規定による命令（以

下「退去等命令」という。）の申立てに係る事件は、相手方の

住所（日本国内に住所がないとき又は住所が知れないとき

は居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 接近禁止命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管

轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力等

が行われた地 

３ 退去等命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄

する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫が行われた地 

（接近禁止命令等の申立て等） 

第十二条 接近禁止命令及び第十条第二項から第四項

までの規定による命令の申立ては、次に掲げる事項を記載

した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力等を受けた状況（当

該身体に対する暴力等を受けた後に、被害者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合であって、当該配偶者で

あった者からの身体に対する暴力等を受けたときにあって

は、当該配偶者であった者からの身体に対する暴力等を受

けた状況を含む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者からの更なる身体

に対する暴力等により、生命又は心身に重大な危害を受け

るおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における事

情 

三 第十条第三項の規定による命令（以下この号並びに

第十七条第三項及び第四項において「三項命令」という。）

の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居してい

る子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを

防止するため当該三項命令を発する必要があると認めるに

足りる申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合

にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会す

ることを余儀なくされることを防止するため当該命令を発す

る必要があると認めるに足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に

対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若しく
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は保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次

に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員

の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場

所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 退去等命令の申立ては、次に掲げる事項を記載した

書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫を受けた状況（当該身体に対する暴力又は生命等に対

する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻

が取り消された場合であって、当該配偶者であった者から

の身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けたとき

にあっては、当該配偶者であった者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫を受けた状況を含む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者から更に身体に対

する暴力を受けることにより、生命又は身体に重大な危害を

受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時におけ

る事情 

三 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に

対し、前二号に掲げる事項について相談し、又は援助若しく

は保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次

に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員

の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場

所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

３ 前二項の書面（以下「申立書」という。）に第一項第五

号イからニまで又は前項第三号イからニまでに掲げる事項

の記載がない場合には、申立書には、第一項第一号から第

四号まで又は前項第一号及び第二号に掲げる事項につい

ての申立人の供述を記載した書面で公証人法（明治四十一

年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けた

ものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、接近禁止命令、第十条第二項から

第四項までの規定による命令及び退去等命令（以下「保護

命令」という。）の申立てに係る事件については、速やかに裁

判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会う

ことができる審尋の期日を経なければ、これを発することが

できない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申

立ての目的を達することができない事情があるときは、この

限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまで又は同

条第二項第三号イからニまでに掲げる事項の記載がある場

合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該所属官署の長に対し、申立人が相談し、又は援助若し

くは保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置

の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この場

合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所

属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶

者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人

から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職

員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関

して更に説明を求めることができる。 

（期日の呼出し） 

第十四条の二 保護命令に関する手続における期日の呼

出しは、呼出状の送達、当該事件について出頭した者に対

する期日の告知その他相当と認める方法によってする。 

２ 呼出状の送達及び当該事件について出頭した者に対

する期日の告知以外の方法による期日の呼出しをしたとき

は、期日に出頭しない者に対し、法律上の制裁その他期日

の不遵守による不利益を帰することができない。ただし、そ

の者が期日の呼出しを受けた旨を記載した書面を提出した

ときは、この限りでない。 

（公示送達の方法） 

第十四条の三 保護命令に関する手続における公示送達

は、裁判所書記官が送達すべき書類を保管し、いつでも送

達を受けるべき者に交付すべき旨を裁判所の掲示場に掲示

してする。 

（電子情報処理組織による申立て等） 

第十四条の四 保護命令に関する手続における申立てそ

の他の申述（以下この条において「申立て等」という。）のう

ち、当該申立て等に関するこの法律その他の法令の規定に

より書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複

本その他文字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をいう。次項及び

第四項において同じ。）をもってするものとされているもの

であって、最高裁判所の定める裁判所に対してするもの（当

該裁判所の裁判長、受命裁判官、受託裁判官又は裁判所

書記官に対してするものを含む。）については、当該法令の

規定にかかわらず、最高裁判所規則で定めるところにより、

電子情報処理組織（裁判所の使用に係る電子計算機（入出

力装置を含む。以下この項及び第三項において同じ。）と申

立て等をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。）を用いてすること

ができる。 

２ 前項の規定によりされた申立て等については、当該申

立て等を書面等をもってするものとして規定した申立て等

に関する法令の規定に規定する書面等をもってされたもの

とみなして、当該申立て等に関する法令の規定を適用する。 

３ 第一項の規定によりされた申立て等は、同項の裁判所

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に、当該裁判所に到達したものとみなす。 

４ 第一項の場合において、当該申立て等に関する他の

法令の規定により署名等（署名、記名、押印その他氏名又

は名称を書面等に記載することをいう。以下この項において

同じ。）をすることとされているものについては、当該申立て

等をする者は、当該法令の規定にかかわらず、当該署名等

に代えて、最高裁判所規則で定めるところにより、氏名又は

名称を明らかにする措置を講じなければならない。 

５ 第一項の規定によりされた申立て等が第三項に規定

するファイルに記録されたときは、第一項の裁判所は、当該

ファイルに記録された情報の内容を書面に出力しなければ

ならない。 



 

73 
 

６ 第一項の規定によりされた申立て等に係るこの法律そ

の他の法令の規定による事件の記録の閲覧若しくは謄写又

はその正本、謄本若しくは抄本の交付は、前項の書面をも

ってするものとする。当該申立て等に係る書類の送達又は

送付も、同様とする。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由

を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定

をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手

方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡し

によって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかに

その旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する

警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴

力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しく

は保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係

る第十二条第一項第五号イからニまで又は同条第二項第

三号イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判

所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容

を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セ

ンター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支

援センターが二以上ある場合にあっては、申立人がその職

員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最

も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するもの

とする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、

即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさ

ない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消し

の原因となることが明らかな事情があることにつき疎明があ

ったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告に

ついての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の

停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存す

る間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により接近禁止命令の効力の停止を命ず

る場合において、第十条第二項から第四項までの規定によ

る命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効

力の停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立て

ることができない。 

６ 抗告裁判所が接近禁止命令を取り消す場合において、

第十条第二項から第四項までの規定による命令が発せら

れているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなけ

ればならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令

について、第三項若しくは第四項の規定によりその効力の

停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したとき

は、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当

該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知する

ものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並び

に抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用す

る。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の

申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命令

を取り消さなければならない。接近禁止命令又は第十条第

二項から第四項までの規定による命令にあっては接近禁止

命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した日以後

において、退去等命令にあっては当該退去等命令が効力を

生じた日から起算して二週間を経過した日以後において、

これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれら

の命令の申立てをした者に異議がないことを確認したときも、

同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、接近禁止命令を発した裁判所

が前項の規定により当該接近禁止命令を取り消す場合につ

いて準用する。 

３ 三項命令を受けた者は、接近禁止命令が効力を生じ

た日から起算して六月を経過した日又は当該三項命令が

効力を生じた日から起算して三月を経過した日のいずれか

遅い日以後において、当該三項命令を発した裁判所に対し、

第十条第三項に規定する要件を欠くに至ったことを理由と

して、当該三項命令の取消しの申立てをすることができる。 

４ 裁判所は、前項の取消しの裁判をするときは、当該取

消しに係る三項命令の申立てをした者の意見を聴かなけれ

ばならない。 

５ 第三項の取消しの申立てについての裁判に対しては、

即時抗告をすることができる。 

６ 第三項の取消しの裁判は、確定しなければその効力を

生じない。 

７ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、第一項か

ら第三項までの場合について準用する。 

（退去等命令の再度の申立て） 

第十八条 退去等命令が発せられた後に当該発せられた

退去等命令の申立ての理由となった身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする退去等命令

の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生

活の本拠としている住居から転居しようとする被害者がそ

の責めに帰することのできない事由により当該発せられた

命令の期間までに当該住居からの転居を完了することがで

きないことその他の退去等命令を再度発する必要があると

認めるべき事情があるときに限り、退去等命令を発するもの

とする。ただし、当該退去等命令を発することにより当該配

偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当

該退去等命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の

適用については、同条第二項各号列記以外の部分中「事項」

とあるのは「事項及び第十八条第一項本文の事情」と、同項

第三号中「事項に」とあるのは「事項及び第十八条第一項本

文の事情に」と、同条第三項中「事項に」とあるのは「事項並

びに第十八条第一項本文の事情に」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、

裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、そ

の正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の
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証明書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあ

っては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方

を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する

保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

第二十条 削除 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、

保護命令に関する手続に関しては、その性質に反しない限

り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定を準用す

る。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に

関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜

査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係

者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の

状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、

障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その

安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければなら

ない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者

の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深める

ために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発

に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のた

めの指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための

方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係

る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の

団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁

しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行

う女性相談支援センターの運営に要する費用（次号に掲げ

る費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき女性相談支援

センターが行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働

大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）

及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県が置く女性相談支

援員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、

社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場合を

含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市町村は、第四条の規定に基づき市町村が置く女性

相談支援員が行う業務に要する費用を支弁しなければなら

ない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県

が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一

号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負

担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用

の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用の

うち、同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二 市町村が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章まで

の規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における

共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）を

する関係にある相手からの暴力（当該関係にある相手から

の身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの

身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解

消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受け

た者について準用する。この場合において、これらの規定

（同条を除く。）中「配偶者からの暴力」とあるのは、「特定関

係者からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄

に掲げる字句に読み替えるものとする。  

   

第二条 配偶者 第二十八条の二に

規定する関係にあ

る相手（以下「特定

関係者」という。） 

、被害者 、被害者（特定関

係者からの暴力を

受けた者をいう。

以下同じ。） 

第六条第一項 配 偶 者 又 は

配偶者であっ

た者 

特定関係者又は特

定関係者であった

者 

第十条第一項

か ら 第四項ま

で 、 第 十 条 の

二 、 第 十 一 条

第二項第二号

及び第三項第

二 号 、 第 十 二

条第一項第一

号から第四号

ま で 並 び に 第

二項第一号及

び第二号並び

に第十八条第

一項 

配偶者 特定関係者 

第 十 条 第 一

項 、 第 十 条 の

二並びに第十

二条第一項第

一号及び第二

項第一号 

離婚をし、又

は そ の 婚 姻

が取り消され

た場合 

第二十八条の二に

規定する関係を解

消した場合 
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第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用

する第十条第一項から第四項まで及び第十条の二の規

定によるものを含む。第三十一条において同じ。）に違反

した者は、二年以下の懲役又は二百万円以下の罰金に

処する。 

第三十条 第三条第五項又は第五条の三の規定に違反し

て秘密を漏らした者は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以

下の罰金に処する。 

第三十一条 第十二条第一項若しくは第二項（第十八条

第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は

第二十八条の二において読み替えて準用する第十二条第一

項若しくは第二項（第二十八条の二において準用する第十八

条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

規定により記載すべき事項について虚偽の記載のある申立

書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に

処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相談

支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者

暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十七条及

び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し、

又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者か

らの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項

第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用につ

いては、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあ

るのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三

年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加

えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものと

する。 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

（次項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申

立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、

なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に

当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な攻撃

であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を

理由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第

十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の

施行後最初にされるものに限る。）があった場合における新法

第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二月」と

あるのは、「二週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を

目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、そ

の結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第

十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命

令に関する事件については、なお従前の例による。 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日

から施行する。 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第

十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成二十六

年十月一日 

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布

の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に

伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行

後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報の対象と

なる同条第一項に規定する配偶者からの暴力の形態並びに

同法第十条第一項から第四項までの規定による命令の申立

てをすることができる同条第一項に規定する被害者の範囲の

拡大について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を

講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年

を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律第一条第一項に規定する配偶者からの暴力に係

る加害者の地域社会における更生のための指導及び支援の

在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。 

附 則 （令和四年五月二五日法律第五二号） 抄 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規

定 公布の日 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施

行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

附 則 （令和五年五月一九日法律第三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 第二十一条の改正規定 民事訴訟法等の一部を改正

する法律（令和四年法律第四十八号。附則第三条において

「民事訴訟法等改正法」という。）附則第一条第四号に掲げる

規定の施行の日 

（保護命令事件に係る経過措置） 

第二条 この法律による改正後の配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律（以下「新法」という。）

第十条及び第十条の二の規定は、この法律の施行の日（以下

この条において「施行日」という。）以後にされる保護命令の

申立てに係る事件について適用し、施行日前にされた保護命

令の申立てに係る事件については、なお従前の例による。 

２ 新法第十一条第二項及び第三項並びに第十二条第一

項及び第二項の規定は、施行日以後にされる保護命令の申

立てについて適用し、施行日前にされた保護命令の申立てに

ついては、なお従前の例による。 

３ 新法第十八条第一項の規定は、施行日以後にされる同

項に規定する再度の申立てに係る事件について適用し、施行

日前にされた同項に規定する再度の申立てに係る事件につ

いては、なお従前の例による。 

（民事訴訟法等改正法の施行の日の前日までの間の経過

措置） 

第三条 新法第十四条の二から第十四条の四までの規定

は、民事訴訟法等改正法の施行の日の前日までの間は、適

用しない。 

２ 附則第一条第二号に規定する規定の施行の日から民

事訴訟法等改正法の施行の日の前日までの間における新法

第二十一条の規定の適用については、同条中「第七十一条

第二項、第九十一条の二、第九十二条第九項及び第十項、

第九十二条の二第二項、第九十四条、第百条第二項、第一

編第五章第四節第三款、第百十一条、第一編第七章、第百

三十三条の二第五項及び第六項、第百三十三条の三第二項、

第百五十一条第三項、第百六十条第二項、第百八十五条第

三項、第二百五条第二項、第二百十五条第二項、第二百二

十七条第二項並びに第二百三十二条の二の規定を除く。）を

準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる同法の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に

掲げる字句に読み替えるものとする」とあるのは、「第八十七

条の二の規定を除く。）を準用する」とする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第四条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第

六十七号）の施行の日（以下この条において「刑法施行日」と

いう。）の前日までの間における新法第三十条の規定の適用

については、同条中「拘禁刑」とあるのは、「懲役」とする。刑

法施行日以後における刑法施行日前にした行為に対する同

条の規定の適用についても、同様とする。 

（政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に

関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政

令で定める。 

（検討） 

第八条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合に

おいて、新法の施行の状況を勘案し、必要があると認めると

きは、新法の規定について検討を加え、その結果に基づいて

必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五三号） 抄 

この法律は、公布の日から起算して五年を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三十二章の規定及び第三百八十八条の規定 公布

の日 

二 第一条中民事執行法第二十二条第五号の改正規定、

同法第二十五条の改正規定、同法第二十六条の改正規定、

同法第二十九条の改正規定（「の謄本」の下に「又は電磁的

記録に記録されている事項の全部を記録した電磁的記録」を

加える部分を除く。）、同法第九十一条第一項第三号の改正

規定、同法第百四十一条第一項第三号の改正規定、同法第

百八十一条第一項の改正規定、同条第四項の改正規定、同

法第百八十三条の改正規定、同法第百八十九条の改正規定

及び同法第百九十三条第一項の改正規定、第十二条、第三

十三条、第三十四条、第三十六条及び第三十七条の規定、

第四十二条中組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等

に関する法律第三十九条第二項の改正規定、第四十五条の

規定（民法第九十八条第二項及び第百五十一条第四項の改

正規定を除く。）、第四十七条中鉄道抵当法第四十一条の改

正規定及び同法第四十三条第三項の改正規定、第四十八条

及び第四章の規定、第八十八条中民事訴訟費用等に関する

法律第二条の改正規定、第九十一条の規定、第百八十五条

中配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法

律第十二条第三項の改正規定、第百九十八条の規定並びに

第三百八十七条の規定 公布の日から起算して二年六月を

超えない範囲内において政令で定める日 
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女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律 

平成二十七年九月四日 

法律第六十四号 

最終改正 令和四年六月一七日法律第六八号 

目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第二十条・

第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支

援措置（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 

第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を

営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮し

て職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活にお

ける活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女

共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の基本理

念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、

その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の

責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行動計

画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支

援措置等について定めることにより、女性の職業生活における

活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重さ

れ、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化そ

の他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社

会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活

における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意

思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採

用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業

生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、

性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行

が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮し

て、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨と

して、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営

む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭生活に関

する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家

庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族

を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の

支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動につ

いて家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活に

おける活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の

職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となる

ことを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性

の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重さ

れるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業

生活における活躍の推進についての基本原則（次条及び第五

条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職

業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及

びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は

雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会

の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との

両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるととも

に、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における

活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施する

ため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針

（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な

方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関

する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措

置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境

の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における

活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を

求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった

ときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 
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５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県

の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計

画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められてい

るときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して、当該

市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進

に関する施策についての計画（次項において「市町村推進計画」

という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村

推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事

業主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総

合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即し

て、次条第一項に規定する一般事業主行動計画及び第十九条

第一項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事業

主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主

行動計画策定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項

につき、事業主行動計画の指針となるべきものを定めるものと

する。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内

容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主

行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事

業主」という。）であって、常時雇用する労働者の数が百人を超

えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主

行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定

め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け

出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省令で定める

ところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男

女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にあ

る労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業におけ

る女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性

の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情に

ついて分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなけれ

ばならない。この場合において、前項第二号の目標については、

採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務

年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働

者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的

に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところに

より、これを労働者に周知させるための措置を講じなければな

らない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところに

より、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動計画に定め

られた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が百人

以下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業

主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生

労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更し

たときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業

主行動計画を定め、又は変更しようとする場合について、第四

項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一

般事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、それ

ぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定に

よる届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省

令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施

の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定め

る基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般

事業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品

又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の

厚生労働省令で定めるもの（次項及び第十四条第一項におい

て「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付するこ

とができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同

項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

（認定の取消し） 
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第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号の

いずれかに該当するときは、第九条の認定を取り消すことがで

きる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に

基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主につ

いて、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関

し、当該事業主の策定した一般事業主行動計画に基づく取組

を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標を達成

したこと、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の

確保等に関する法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十三

条の二に規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成

三年法律第七十六号）第二十九条に規定する業務を担当する

者を選任していること、当該女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組の実施の状況が特に優良なものであること

その他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨

の認定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認

定一般事業主」という。）については、第八条第一項及び第七

項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところに

より、毎年少なくとも一回、女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の実施の状況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣

の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各

号のいずれかに該当するときは、第十二条の認定を取り消す

ことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認めると

き。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽の

公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基

づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業

主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人

以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当

該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせ

ようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募

集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和二十二年法律

第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該

構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事

業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立

された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定め

るもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構

成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するもの

に限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組を実施するため

の人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その

申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切

に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認

を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定す

る基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の承認を取り

消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事

しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、募集

時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事

項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なけ

ればならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定によ

る届出があった場合について、同法第五条の三第一項及び第

四項、第五条の四第一項及び第二項、第五条の五、第三十九

条、第四十一条第二項、第四十二条、第四十八条の三第一項、

第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十

一条の規定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従

事する者について、同法第四十条の規定は同項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与に

ついて、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項にお

いて準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について、

それぞれ準用する。この場合において、同法第三十七条第二

項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律第十六条第四項の

規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、

同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止

を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の

規定の適用については、同法第三十六条第二項中「前項の」と

あるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させよう

とする者がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法第

四十二条の二中「第三十九条に規定する募集受託者」とある

のは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平

成二十七年法律第六十四号）第十六条第四項の規定による届

出をして労働者の募集に従事する者」と、「同項に」とあるのは

「次項に」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の

相談及び援助の実施状況について報告を求めることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届
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出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団体に対し

て、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、か

つ、これらに基づき当該募集の内容又は方法について指導す

ることにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものと

する。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定によ

り一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主又はこ

れらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業

主行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事

業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談そ

の他の援助の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそ

れらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」という。）

は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即

して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。

以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

ようとするときは、内閣府令で定めるところにより、採用した職

員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤

務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割

合その他のその事務及び事業における女性の職業生活におけ

る活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍

を推進するために改善すべき事情について分析した上で、そ

の結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合に

おいて、前項第二号の目標については、採用する職員に占め

る女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割

合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割

合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置を講

じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計

画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実

施するとともに、特定事業主行動計画に定められた目標を達

成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主（常時雇用

する労働者の数が三百人を超えるものに限る。）は、厚生労働

省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとす

る女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職

業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表

しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する

職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に

資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第一項に規定する一般事業主（前項に規定する

一般事業主を除く。）は、厚生労働省令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資する

よう、その事業における女性の職業生活における活躍に関する

前項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に

公表しなければならない。 

３ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令

で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女

性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生

活における活躍に関する第一項各号に掲げる情報の少なくと

もいずれか一方を定期的に公表するよう努めなければならな

い。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資する

よう、その事務及び事業における女性の職業生活における活

躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければならな

い。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生

活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資

する勤務環境の整備に関する実績 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支

援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進す

るため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進

するため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、又は営も

うとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、

関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措

置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一

部を、その事務を適切に実施することができるものとして内閣

府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当

該事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 
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第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

関する地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の

措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の

特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるも

のをいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用

に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主その他

の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が優

良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）

の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとす

る。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等

の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するように努

めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活にお

ける活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、かつ、そ

の協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に資するよう、国内外における女性の職業生活に

おける活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及

び提供を行うものとする。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及

び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」とい

う。）は、第二十二条第一項の規定により国が講ずる措置及び

同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事

例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情

報を活用することにより、当該区域において女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施され

るようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協

議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区

域内において第二十二条第三項の規定による事務の委託がさ

れている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員と

して加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるとき

は、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項に

おいて「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ることにより、

女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、

関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応

じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組につい

て協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣

府令で定めるところにより、その旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事

務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及

び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要が

あると認めるときは、第八条第一項に規定する一般事業主又

は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条

第七項に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助

言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項若しくは第

二項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第八

条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第三項に規定

する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事業主若しくは特

例認定一般事業主である第八条第七項に規定する一般事業

主に対し、前条の規定による勧告をした場合において、当該勧

告を受けた者がこれに従わなかったときは、その旨を公表する

ことができる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第十五

条、第十六条、第三十条及び前条に規定する厚生労働大臣の

権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道

府県労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の実

施のため必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定

法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に違反

して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百

万円以下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以

下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以

下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働者

の募集に従事した者 
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二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十

七条第二項の規定による指示に従わなかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十

九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万

円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する場合

を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

条第二項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳

述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

一条第一項の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第

三十四条、第三十六条又は前条の違反行為をしたときは、行

為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰

金刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三

章（第七条を除く。）、第五章（第二十八条を除く。）及び第六章

（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成

二十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、そ

の効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従事

していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、同条

第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にか

かわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り

得た秘密については、第二十八条の規定（同条に係る罰則を

含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後

も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用につ

いては、この法律は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定

する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合に

おいて、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認める

ときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える

改正規定及び附則第三十五条の規定 公布の日 

二及び三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条

第一項、第六十条の二第四項、第七十六条第二項及び第七十

九条の二並びに附則第十一条の二第一項の改正規定並びに

同条第三項の改正規定（「百分の五十を」を「百分の八十を」に

改める部分に限る。）、第四条の規定並びに第七条中育児・介

護休業法第五十三条第五項及び第六項並びに第六十四条の

改正規定並びに附則第五条から第八条まで及び第十条の規

定、附則第十三条中国家公務員退職手当法（昭和二十八年法

律第百八十二号）第十条第十項第五号の改正規定、附則第十

四条第二項及び第十七条の規定、附則第十八条（次号に掲げ

る規定を除く。）の規定、附則第十九条中高年齢者等の雇用の

安定等に関する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十

八条第三項の改正規定（「第四条第八項」を「第四条第九項」

に改める部分に限る。）、附則第二十条中建設労働者の雇用の

改善等に関する法律（昭和五十一年法律第三十三号）第三十

条第一項の表第四条第八項の項、第三十二条の十一から第

三十二条の十五まで、第三十二条の十六第一項及び第五十

一条の項及び第四十八条の三及び第四十八条の四第一項の

項の改正規定、附則第二十一条、第二十二条、第二十六条か

ら第二十八条まで及び第三十二条の規定並びに附則第三十

三条（次号に掲げる規定を除く。）の規定 平成三十年一月一

日 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定に

あっては、当該規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の

施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和元年六月五日法律第二四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇

用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第四条の改正

規定並びに次条及び附則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超えない

範囲内において政令で定める日 

（罰則に関する経過措置） 
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第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に

関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合に

おいて、この法律による改正後の規定の施行の状況について

検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和四年三月三一日法律第一二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 第二条中職業安定法第三十二条及び第三十二条の十

一第一項の改正規定並びに附則第二十八条の規定 公布の

日 

二 略 

三 第一条中雇用保険法第十条の四第二項及び第五十八

条第一項の改正規定、第二条の規定（第一号に掲げる改正規

定並びに職業安定法の目次の改正規定（「第四十八条」を「第

四十七条の三」に改める部分に限る。）、同法第五条の二第一

項の改正規定及び同法第四章中第四十八条の前に一条を加

える改正規定を除く。）並びに第三条の規定（職業能力開発促

進法第十条の三第一号の改正規定、同条に一項を加える改正

規定、同法第十五条の二第一項の改正規定及び同法第十八

条に一項を加える改正規定を除く。）並びに次条並びに附則第

五条、第六条及び第十条の規定、附則第十一条中国家公務員

退職手当法第十条第十項の改正規定、附則第十四条中青少

年の雇用の促進等に関する法律（昭和四十五年法律第九十八

号）第四条第二項及び第十八条の改正規定並びに同法第三

十三条の改正規定（「、第十一条中「公共職業安定所」とあるの

は「地方運輸局」と、「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省

令」と、「職業安定法第五条の五第一項」とあるのは「船員職業

安定法第十五条第一項」と」を削る部分を除く。）並びに附則第

十五条から第二十二条まで、第二十四条、第二十五条及び第

二十七条の規定 令和四年十月一日 

（政令への委任） 

第二十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施

行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 
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困難な問題を抱える女性への支援に

関する法律 

令和四年五月二十五日 

法律第五十二号 

最終改正 令和四年六月一七日法律第六八号 

目次 

第一章 総則（第一条―第六条） 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等（第七条・第八

条） 

第三章 女性相談支援センターによる支援等（第九条―第

十五条） 

第四章 雑則（第十六条―第二十二条） 

第五章 罰則（第二十三条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、女性が日常生活又は社会生活を営む

に当たり女性であることにより様々な困難な問題に直面するこ

とが多いことに鑑み、困難な問題を抱える女性の福祉の増進

を図るため、困難な問題を抱える女性への支援に関する必要

な事項を定めることにより、困難な問題を抱える女性への支援

のための施策を推進し、もって人権が尊重され、及び女性が安

心して、かつ、自立して暮らせる社会の実現に寄与することを

目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「困難な問題を抱える女性」とは、

性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々

な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な

問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む。）をいう。 

（基本理念） 

第三条 困難な問題を抱える女性への支援のための施策は、

次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

一 女性の抱える問題が多様化するとともに複合化し、その

ために複雑化していることを踏まえ、困難な問題を抱える女性

が、それぞれの意思が尊重されながら、抱えている問題及びそ

の背景、心身の状況等に応じた最適な支援を受けられるよう

にすることにより、その福祉が増進されるよう、その発見、相談、

心身の健康の回復のための援助、自立して生活するための援

助等の多様な支援を包括的に提供する体制を整備すること。 

二 困難な問題を抱える女性への支援が、関係機関及び民

間の団体の協働により、早期から切れ目なく実施されるように

すること。 

三 人権の擁護を図るとともに、男女平等の実現に資するこ

とを旨とすること。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は、前条の基本理念にのっと

り、困難な問題を抱える女性への支援のために必要な施策を

講ずる責務を有する。 

（関連施策の活用） 

第五条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性

への支援のための施策を講ずるに当たっては、必要に応じて

福祉、保健医療、労働、住まい及び教育に関する施策その他の

関連施策の活用が図られるよう努めなければならない。 

（緊密な連携） 

第六条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性

への支援のための施策を講ずるに当たっては、関係地方公共

団体相互間の緊密な連携が図られるとともに、この法律に基づ

く支援を行う機関と福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年

法律第四十五号）に規定する福祉に関する事務所をいう。）、

児童相談所、児童福祉施設（児童福祉法（昭和二十二年法律

第百六十四号）第七条第一項に規定する児童福祉施設をい

う。）、保健所、医療機関、職業紹介機関（労働施策の総合的な

推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関

する法律（昭和四十一年法律第百三十二号）第二条に規定す

る職業紹介機関をいう。）、職業訓練機関、教育機関、都道府

県警察、日本司法支援センター（総合法律支援法（平成十六年

法律第七十四号）第十三条に規定する日本司法支援センター

をいう。）、配偶者暴力相談支援センター（配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三

十一号）第三条第一項に規定する配偶者暴力相談支援センタ

ーをいう。）その他の関係機関との緊密な連携が図られるよう

配慮しなければならない。 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第七条 厚生労働大臣は、困難な問題を抱える女性への支

援のための施策に関する基本的な方針（以下「基本方針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一

項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の

指針となるべきものを定めるものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な事

項 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施策の内容

に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のための施策

の実施に関する重要事項 

３ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなけ

ればならない。 

４ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第八条 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県に

おける困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施

に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計

画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な方

針 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施

内容に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のための施策

の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、

かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村における困

難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する
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基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）

を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村

基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

５ 厚生労働大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県

基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言そ

の他の援助を行うよう努めなければならない。 

第三章 女性相談支援センターによる支援等 

（女性相談支援センター） 

第九条 都道府県は、女性相談支援センターを設置しなけ

ればならない。 

２ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五

十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）は、

女性相談支援センターを設置することができる。 

３ 女性相談支援センターは、困難な問題を抱える女性への

支援に関し、主として次に掲げる業務を行うものとする。 

一 困難な問題を抱える女性に関する各般の問題について、

困難な問題を抱える女性の立場に立って相談に応ずること又

は第十一条第一項に規定する女性相談支援員若しくは相談を

行う機関を紹介すること。 

二 困難な問題を抱える女性（困難な問題を抱える女性が

その家族を同伴する場合にあっては、困難な問題を抱える女

性及びその同伴する家族。次号から第五号まで及び第十二条

第一項において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時

保護を行うこと。 

三 困難な問題を抱える女性の心身の健康の回復を図るた

め、医学的又は心理学的な援助その他の必要な援助を行うこ

と。 

四 困難な問題を抱える女性が自立して生活することを促

進するため、就労の支援、住宅の確保、援護、児童の保育等に

関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関と

の連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 困難な問題を抱える女性が居住して保護を受けること

ができる施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関と

の連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 女性相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、

その支援の対象となる者の抱えている問題及びその背景、心

身の状況等を適切に把握した上で、その者の意向を踏まえな

がら、最適な支援を行うものとする。 

５ 女性相談支援センターに、所長その他所要の職員を置く。 

６ 女性相談支援センターには、第三項第二号の一時保護

を行う施設を設けなければならない。 

７ 第三項第二号の一時保護は、緊急に保護することが必要

と認められる場合その他厚生労働省令で定める場合に、女性

相談支援センターが、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める

基準を満たす者に委託して行うものとする。 

８ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若し

くは職員又はこれらの者であった者は、正当な理由がなく、そ

の委託を受けた業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

９ 第三項第二号の一時保護に当たっては、その対象となる

者が監護すべき児童を同伴する場合には、当該児童の状況に

応じて、当該児童への学習に関する支援が行われるものとす

る。 

１０ 女性相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、

必要に応じ、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動

を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

１１ 前各項に定めるもののほか、女性相談支援センターに

関し必要な事項は、政令で定める。 

（女性相談支援センターの所長による報告等） 

第十条 女性相談支援センターの所長は、困難な問題を抱

える女性であって配偶者のないもの又はこれに準ずる事情に

あるもの及びその者の監護すべき児童について、児童福祉法

第六条の三第十八項に規定する妊産婦等生活援助事業の実

施又は同法第二十三条第二項に規定する母子保護の実施が

適当であると認めたときは、これらの者を当該妊産婦等生活

援助事業の実施又は当該母子保護の実施に係る都道府県又

は市町村の長に報告し、又は通知しなければならない。 

（女性相談支援員） 

第十一条 都道府県（女性相談支援センターを設置する指

定都市を含む。第二十条第一項（第四号から第六号までを除

く。）並びに第二十二条第一項及び第二項第一号において同

じ。）は、困難な問題を抱える女性について、その発見に努め、

その立場に立って相談に応じ、及び専門的技術に基づいて必

要な援助を行う職務に従事する職員（以下「女性相談支援員」

という。）を置くものとする。 

２ 市町村（女性相談支援センターを設置する指定都市を除

く。第二十条第二項及び第二十二条第二項第二号において同

じ。）は、女性相談支援員を置くよう努めるものとする。 

３ 女性相談支援員の任用に当たっては、その職務を行うの

に必要な能力及び専門的な知識経験を有する人材の登用に

特に配慮しなければならない。 

（女性自立支援施設） 

第十二条 都道府県は、困難な問題を抱える女性を入所さ

せて、その保護を行うとともに、その心身の健康の回復を図る

ための医学的又は心理学的な援助を行い、及びその自立の促

進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について

相談その他の援助を行うこと（以下「自立支援」という。）を目

的とする施設（以下「女性自立支援施設」という。）を設置する

ことができる。 

２ 都道府県は、女性自立支援施設における自立支援を、そ

の対象となる者の意向を踏まえながら、自ら行い、又は市町村、

社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行うことがで

きる。 

３ 女性自立支援施設における自立支援に当たっては、その

対象となる者が監護すべき児童を同伴する場合には、当該児

童の状況に応じて、当該児童への学習及び生活に関する支援

が行われるものとする。 

（民間の団体との協働による支援） 

第十三条 都道府県は、困難な問題を抱える女性への支援

に関する活動を行う民間の団体と協働して、その自主性を尊

重しつつ、困難な問題を抱える女性について、その意向に留意

しながら、訪問、巡回、居場所の提供、インターネットの活用、

関係機関への同行その他の厚生労働省令で定める方法により、

その発見、相談その他の支援に関する業務を行うものとする。 

２ 市町村は、困難な問題を抱える女性への支援に関する活

動を行う民間の団体と協働して、その自主性を尊重しつつ、困

難な問題を抱える女性について、その意向に留意しながら、前

項の業務を行うことができる。 
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（民生委員等の協力） 

第十四条 民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）

に定める民生委員、児童福祉法に定める児童委員、人権擁護

委員法（昭和二十四年法律第百三十九号）に定める人権擁護

委員、保護司法（昭和二十五年法律第二百四号）に定める保

護司及び更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）に定め

る更生保護事業を営む者は、この法律の施行に関し、女性相

談支援センター及び女性相談支援員に協力するものとする。 

（支援調整会議） 

第十五条 地方公共団体は、単独で又は共同して、困難な

問題を抱える女性への支援を適切かつ円滑に行うため、関係

機関、第九条第七項又は第十二条第二項の規定による委託を

受けた者、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動を

行う民間の団体及び困難な問題を抱える女性への支援に従事

する者その他の関係者（以下この条において「関係機関等」と

いう。）により構成される会議（以下この条において「支援調整

会議」という。）を組織するよう努めるものとする。 

２ 支援調整会議は、困難な問題を抱える女性への支援を

適切かつ円滑に行うために必要な情報の交換を行うとともに、

困難な問題を抱える女性への支援の内容に関する協議を行う

ものとする。 

３ 支援調整会議は、前項に規定する情報の交換及び協議

を行うため必要があると認めるときは、関係機関等に対し、資

料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

４ 関係機関等は、前項の規定による求めがあった場合には、

これに協力するよう努めるものとする。 

５ 次の各号に掲げる支援調整会議を構成する関係機関等

の区分に従い、当該各号に定める者は、正当な理由がなく、支

援調整会議の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

一 国又は地方公共団体の機関 当該機関の職員又は職員

であった者 

二 法人 当該法人の役員若しくは職員又はこれらの者で

あった者 

三 前二号に掲げる者以外の者 支援調整会議を構成する

者又は当該者であった者 

６ 前各項に定めるもののほか、支援調整会議の組織及び

運営に関し必要な事項は、支援調整会議が定める。 

第四章 雑則 

（教育及び啓発） 

第十六条 国及び地方公共団体は、この法律に基づく困難

な問題を抱える女性への支援に関し国民の関心と理解を深め

るための教育及び啓発に努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、自己がかけがえのない個人で

あることについての意識の涵かん養に資する教育及び啓発を

含め、女性が困難な問題を抱えた場合にこの法律に基づく支

援を適切に受けることができるようにするための教育及び啓発

に努めるものとする。 

（調査研究の推進） 

第十七条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女

性への支援に資するため、効果的な支援の方法、その心身の

健康の回復を図るための方法等に関する調査研究の推進に努

めるものとする。 

（人材の確保等） 

第十八条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女

性への支援に従事する者の適切な処遇の確保のための措置、

研修の実施その他の措置を講ずることにより、困難な問題を抱

える女性への支援に係る人材の確保、養成及び資質の向上を

図るよう努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第十九条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女

性への支援に関する活動を行う民間の団体に対し、必要な援

助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十条 都道府県は、次に掲げる費用（女性相談支援セ

ンターを設置する指定都市にあっては、第一号から第三号ま

でに掲げる費用に限る。）を支弁しなければならない。 

一 女性相談支援センターに要する費用（次号に掲げる費用

を除く。） 

二 女性相談支援センターが行う第九条第三項第二号の一

時保護（同条第七項に規定する厚生労働大臣が定める基準を

満たす者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な

事務に要する費用 

三 都道府県が置く女性相談支援員に要する費用 

四 都道府県が設置する女性自立支援施設の設備に要する

費用 

五 都道府県が行う自立支援（市町村、社会福祉法人その

他適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴

い必要な事務に要する費用 

六 第十三条第一項の規定により都道府県が自ら行い、又

は民間の団体に委託して行う困難な問題を抱える女性への支

援に要する費用 

２ 市町村は、市町村が置く女性相談支援員に要する費用

を支弁しなければならない。 

３ 市町村は、第十三条第二項の規定により市町村が自ら

行い、又は民間の団体に委託して行う困難な問題を抱える女

性への支援に要する費用を支弁しなければならない。 

（都道府県等の補助） 

第二十一条 都道府県は、社会福祉法人が設置する女性自

立支援施設の設備に要する費用の四分の三以内を補助するこ

とができる。 

２ 都道府県又は市町村は、第十三条第一項又は第二項の

規定に基づく業務を行うに当たって、法令及び予算の範囲内

において、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動を

行う民間の団体の当該活動に要する費用（前条第一項第六号

の委託及び同条第三項の委託に係る委託費の対象となる費用

を除く。）の全部又は一部を補助することができる。 

（国の負担及び補助） 

第二十二条 国は、政令で定めるところにより、都道府県が

第二十条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一

号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担

するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次に掲げる費用の十分の

五以内を補助することができる。 

一 都道府県が第二十条第一項の規定により支弁した費用

のうち、同項第三号及び第五号に掲げるもの（女性相談支援セ

ンターを設置する指定都市にあっては、同項第三号に掲げるも

のに限る。） 

二 市町村が第二十条第二項の規定により支弁した費用 

３ 国は、予算の範囲内において、都道府県が第二十条第一

項の規定により支弁した費用のうち同項第六号に掲げるもの
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及び市町村が同条第三項の規定により支弁した費用並びに都

道府県及び市町村が前条第二項の規定により補助した金額の

全部又は一部を補助することができる。 

第五章 罰則 

第二十三条 第九条第八項又は第十五条第五項の規定に

違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は五十万円

以下の罰金に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規定 

公布の日 

二 附則第三十四条の規定 この法律の公布の日又は児童

福祉法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十六号）

の公布の日のいずれか遅い日 

三 略 

四 附則第三十六条の規定 この法律の公布の日又は刑法

等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に

関する法律（令和四年法律第六十八号）の公布の日のいずれ

か遅い日 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後三年を目途として、この

法律に基づく支援を受ける者の権利を擁護する仕組みの構築

及び当該支援の質を公正かつ適切に評価する仕組みの構築

について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとする。 

２ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後三

年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を

講ずるものとする。 

（準備行為） 

第三条 厚生労働大臣は、この法律の施行の日（以下「施行

日」という。）前においても、第七条第一項から第三項までの規

定の例により、基本方針を定めることができる。この場合にお

いて、厚生労働大臣は、同条第四項の規定の例により、これを

公表することができる。 

２ 前項の規定により定められ、公表された基本方針は、施

行日において、第七条第一項から第三項までの規定により定

められ、同条第四項の規定により公表された基本方針とみな

す。 

（婦人補導院法の廃止） 

第十条 婦人補導院法は、廃止する。 

（婦人補導院法の廃止に伴う経過措置） 

第十一条 旧婦人補導院法第十二条の規定による手当金

の支給及び旧婦人補導院法第十九条の規定による遺留金品

の措置については、なお従前の例による。この場合において、

これらに関する事務は、法務省令で定める法務省の職員が行

うものとする。 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施

行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一五日法律第六六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 附則第七条、第八条及び第十七条の規定 公布の日 

（罰則に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第十七条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過措

置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 
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男女共同参画に関する国内外の動き 

年 世界の動き 国内の動き 徳島県の動き 小松島市の動き 

昭和５０年 

（１９７５年） 

・国際婦人年世界会議開

催（メキシコシティ） 

・「世界行動計画」採択 

・総理府に「婦人問題企

画推進本部」「婦人問題

担当室」設置 

  

昭和５２年 

（１９７７年） 

 ・「国内行動計画」策定   

昭和５３年 

（１９７８年） 

  ・「婦人行政連絡会議」設

置 

 

昭和５４年 

（１９７９年） 

・国連第３４回総会開催

「女子差別撤廃条約」採

択 

   

昭和５５年 

（１９８０年） 

・「国連婦人の十年」中間

年世界会議開催（コペン

ハーゲン） 

・「女子差別撤廃条約」署

名 

  

昭和５６年 

（１９８１年） 

  ・「婦人の生活実態と意識

調査」実施 

 

昭和５７年 

（１９８２年） 

  ・企画調整部青少年婦人

室に女性のための窓口設

置 

・「婦人問題懇話会」設置 

 

昭和５８年 

（１９８３年） 

  ・「婦人問題協議会」設置  

昭和５９年 

（１９８４年） 

  ・「徳島県婦人対策総合計

画 （ 女 性 ラ イ ブ プ ラ

ン）」策定 

 

昭和６０年 

（１９８５年） 

・「国連婦人の十年」世界

会議開催（ナイロビ）

「婦人の地位向上のため

のナイロビ将来戦略」採

択 

・「男女雇用機会均等法」

制定（昭和６１年施行） 

・「女子差別撤廃条約」批

准 

  

昭和６２年 

（１９８７年） 

 ・「西暦２０００年に向け

ての新国内行動計画」策

定 

  

平成元年 

（１９８９年） 

  ・「婦人の生活実態と意識

調査」実施 

 

平成２年 

（１９９０年） 

・国連経済社会理事会

「ナイロビ将来戦略勧

告」採択 

   

平成３年 

（１９９１年） 

 ・「西暦２０００年に向け

ての新国内行動計画」第

一次改定 

・「育児休業法」制定（平

成４年施行） 

・「徳島県女性対策総合計

画（新女性ライブプラ

ン）」策定 

・「新女性ライブプラン推

進計画（１９９１～１９

９３年度）」策定 
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年 世界の動き 国内の動き 徳島県の動き 小松島市の動き 

平成４年 

（１９９２年） 

  ・「企画調整部青少年女性

室」「徳島県女性対策協

議会」「徳島県女性行政

連絡会議」に名称変更 

 

平成５年 

（１９９３年） 

・世界人権会議開催（ウ

ィーン） 

・「女性に対する暴力の撤

廃に関する宣言」採択 

・「パートタイム労働法」

施行 

・「新女性ライブプラン推

進計画（１９９４～１９

９７年度）」策定 

 

平成６年 

（１９９４年） 

 ・総理府に「男女共同参

画室」「男女共同参画推

進審議会」「男女共同参

画推進本部」設置 

 ・「青少年女性係」設置

（平成８年 生涯学習課

に改称） 

平成７年 

（１９９５年） 

・第４回世界女性会議開

催（北京） 

・「北京宣言及び行動綱

領」採択 

・「育児休業法」改正（介

護休業制度の法制化等） 

・「ＩＬＯ第１５６号条

約」批准 

・「女性問題に関する意識

調査」実施 

 

平成８年 

（１９９６年） 

 ・「男女共同参画２０００

年プラン」策定 

・「男女共同参画推進本

部」設置 

 

平成９年 

（１９９７年） 

 ・「男女共同参画審議会」

設置 

・「男女雇用機会均等法」

改正 

・「介護保険法」公布 

・「食料・農業・農林基本

法」施行 

・「徳島県女性総合計画

（女と男（ひととひと）

輝くとくしまプラン）」

策定 

・「企画調整部女性政策

室」設置 

・男女共同参画プラザ

「はばたき」開設 

・「徳島県男女協調週間」

「徳島県男女協調の日」

制定 

 

平成１０年 

（１９９８年） 

  ・「女性による県議会」実

施 

・「女性問題に関する意識

調査」実施 

平成１１年 

（１９９９年） 

 ・「改正男女雇用機会均等

法」「改正育児・介護休

業法」施行 

・「男女共同参画社会基本

法」施行 

 ・「女と男（ひととひと）

のフェスティバルｉｎこ

まつしま」開催 

平成１２年 

（２０００年） 

・国連特別総会「女性２

０００年会議」開催（ニ

ューヨーク）「政治宣言

及び成果文章」採択 

・「男女共同参画基本計

画」策定 

・「女性問題に関する意識

調査」実施 

・生涯学習課内に「女性

政策室」設置 

平成１３年 

（２００１年） 

 ・内閣府に「男女共同参

画局」「男女共同参画会

議」設置 

・「ＤＶ 防止法」施行 

・「県民環境部男女共同参

画推進チーム」設置 

・「男女共同参画社会に関

する市民意識調査」実施 

・「小松島市男女共同参画

推進本部」設置 

平成１４年 

（２００２年） 

  ・「県民環境部男女共同参

画課」「徳島県男女共同

参画会議」設置 

・「徳島県男女共同参画推

進条例」公布、施行 

・生涯学習課内に「男女

共同推進室」設置 
・小松島市男女共同参画

計画「こまつしま女
ひと

と

男
ひと

のハーモニープラ

ン」策定 

平成１５年 

（２００３年） 

 ・「次世代育成支援対策推

進法」制定（平成１７年

施行） 

・「とくしま男女共同参画

実行プラン」策定 

・「男女共同参画の推進に

関する調査（ＤＶ等実態

調査）」実施 
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年 世界の動き 国内の動き 徳島県の動き 小松島市の動き 

平成１６年 

（２００４年） 

 ・「改正ＤＶ防止法」施行 

・「ＤＶ防止法に基づく基

本方針」策定 

  

平成１７年 

（２００５年） 

・第４９回国連婦人の地

位委員会（国連「北京＋

１０」世界閣僚級会合）

開催（ニューヨーク） 

・第９回世界女性会議開

催（ソウル） 

・「改正育児・介護休業

法」施行 

・「男女共同参画基本計画

（第２次）」策定 

・「配偶者暴力防止及び被

害者保護に関する徳島県

基本計画」策定 

・生涯学習課「男女共同

推進室」担当業務を人権

対策課に移管 

平成１８年 

（２００６年） 

  ・徳島県立男女共同参画

交流センター「フレアと

くしま」開設 

・人権対策課と人権教育

課を統合、人権推進課と

なる 

平成１９年 

（２００７年） 

 ・「改正男女雇用機会均等

法」施行 

・「ＤＶ防止法」改正（平

成２０年施行） 

・「徳島県男女共同参画基

本計画」策定 

 

平成２０年 

（２００８年） 

 ・「改正パートタイム労働

法」施行 

・「次世代育成支援対策推

進法」改正（平成２１年

施行） 

  

平成２１年 

（２００９年） 

  ・「配偶者暴力防止及び被

害者保護に関する徳島県

基本計画」改定 

・「徳島県こども女性相談

センター」開設 

 

平成２２年 

（２０１０年） 

・第５４回国連婦人の地

位委員会（国連「北京＋

１５」記念会合）開催

（ニューヨーク） 

・「男女共同参画基本計画

（第３次）」策定 

  

平成２３年 

（２０１１年） 

・「ジェンダー平等と女性

のエンパワーメントのた

めの国連機関（ＵＮ Ｗ

ｏｍｅｎ）」正式発足 

   

平成２４年 

（２０１２年） 

・第５６回国連婦人の地

位委員会「自然災害にお

けるジェンダー平等と女

性のエンパワーメント」

決議案採択 

・「女性の活躍促進による

経済活性化行動計画」策

定 

・「徳島県男女共同参画基

本計画（第２次）」策定 

 

平成２５年 

（２０１３年） 

 ・「ＤＶ防止法」改正（平

成２６年施行） 

・日本再興戦略の中核に

「女性の活躍推進」を位

置付け 

  

平成２６年 

（２０１４年） 

・第５８回国連婦人の地

位委員会「自然災害にお

けるジェンダー平等と女

性のエンパワーメント」

決議案採択 

  ・第２次小松島市男女共

同参画計画「こまつしま

女
ひと

と男
ひと

のハーモニープ

ラン２」策定 
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年 世界の動き 国内の動き 徳島県の動き 小松島市の動き 

平成２７年 

（２０１５年） 

・第５９回国連婦人の地

位委員会 

（国連「北京＋２０」記

念会合）開催（ニューヨ

ーク） 

・第３回国連防災世界会

議「仙台防災枠組２０１

５－２０３０」採択（仙

台） 

・「持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）」採択 

・「女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する法

律」成立 

・「男女共同参画基本計画

（第４次）」策定 

  

平成２８年 

（２０１６年） 

・第６０回国連女性の地

位委員会（ニューヨー

ク） 

 ・「徳島県男女共同参画基

本計画（第３次）」策定 

 

平成２９年 

（２０１７年） 

・第６１回国連女性の地

位委員会（ニューヨー

ク） 

・「改正男女雇用機会均等

法」施行 

  

平成３０年 

（２０１８年） 

・第６２回国連女性の地

位委員会（ニューヨー

ク） 

・「政治分野の男女共同参

画推進法」公布、施行 

・「働き方改革関連法」公

布 

  

令和元年 

（２０１９年） 

・第６３回国連女性の地

位委員会（ニューヨー

ク） 

・「女性活躍推進法」改正 

・「労働施策総合推進法」

改正 

・「ＤＶ防止法」改正 

・「徳島県男女共同参画基

本計画（第４次）」策定 

 

令和２年 

（２０２０年） 

・第６４回国連女性の地

位委員会「第４回世界女

性会議２５周年における

政治宣言」採択 

・「第５次男女共同参画基

本計画～全ての女性が輝

く令和の社会へ～」の策

定 

  

令和３年 

（２０２１年） 

・第６５回国連女性の地

位委員会（オンライン） 

・「育児・介護休業法」改

正 

・「政治分野の男女共同参

画推進法」改正 

・「ストーカー規制法」改

正 

・「徳島県立男女共同参画

交流センター（フレアと

くしま）」を、「徳島県立

男女共同参画総合支援セ

ン タ ー （ と き わ プ ラ

ザ）」に名称変更 

 

令和４年 

（２０２２年） 

・第６６回国連女性の地

位委員会（ニューヨー

ク）「女性の参画と決定

権の強化：持続可能な開

発のためのジェンダー平

等の実現」 

・「困難な問題を抱える女

性支援法」公布 

・「ＡＶ出演被害防止・救

済法」公布 

  

令和５年 

（２０２３年） 

・第６７回国連女性の地

位委員会（ニューヨー

ク） 

・「ＤＶ防止法」改正（令

和６年施行） 

 

・「徳島県男女共同参画基

本計画（第５次）」策定 

 

令和６年 

（２０２４年） 

・第６８回国連女性の地

位委員会（ニューヨー

ク） 

・「困難な問題を抱える女

性支援法」施行 

 

 ・第３次小松島市男女共

同参画計画「こまつしま

女
ひと

と男
ひと

のハーモニープ

ラン３」策定 
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  用 語 解 説 集   

 

あ行 
 育児・介護休業法 

育児休業及び介護休業に関する制度を設け、労働者の福祉を増進し、職業生活と家庭生活の両立を支援することを目的とし
た法律です。育児休業を取得しやすい雇用環境の整備、妊娠・出産等を申し出た労働者への個別周知・意向確認の措置、有期
雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和、産後パパ育休（出生時育児休業）の創設、育児休業の分割取得、育児休業等の
取得状況の公表（大企業対象）といった改正が行われました。 

 Ｍ字カーブ 
女性の労働力率を年齢層別にグラフにすると、日本では２０代後半から３０代にかけてくぼみ、アルファベットのＭのよう

な形に見えることから名付けられました。日本の女性では、２０代後半から３０代前半にかけて結婚や出産を機に退職し、子
育てが落ち着いた時期に再就職する傾向にあることから、このような形になっています。近年は、Ｍ字カーブの底の部分が上
昇し、Ｍ字カーブ自体が解消されつつあります。 

 エンパワーメント 
力（パワー）をつけること。女性が政治・経済・社会・家庭等社会のあらゆる分野で、自分で意思決定し、行動できる能力

を身に付けることが、男女共同参画の実現に重要であるという考え方です。 

か行 
 家族経営協定 

農業等の家族従事者の労働の価値を適正に評価し、経営上の役割分担や地位を明確にする家族内でつくられるルールのこと
です。共同経営者として農業経営の作業分担や労働報酬、休日、家事等の作業分担について等、家族間の取り決めを文書化し
たものです。 

 キャリア教育 
一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育の

ことです。 
（「従来の進路指導に比べてより広範な活動」を展開すること、また、専門的な知識・技能の習得に重点を置いた従来の職業

教育を反省して）働くことや専門的知識・技能の習得の意義を理解させることが狙いとされ、小学校から始めることとされて
います。 

 国際婦人年 
昭和４７（１９７２）年の第２７回国連総会において女性の地位向上のため世界規模の行動を行うべきことが提唱され、昭

和５０（１９７５）年を国際婦人年とすることが決定されました。 

 国連特別総会「女性２０００年会議」 
第４回世界女性会議で採択された「北京行動綱領」について、採択後 5 年間の実施状況の見直し・評価を行うとともに、更

なる行動とイニシアティブを検討するため、平成１２（２０００）年にニューヨークで開催されました。「北京宣言及び行動綱
領」の完全実施に向け、「政治宣言」及び「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ」（いわゆる「成
果文書」）が採択されました。 

 国連婦人の１０年 
昭和５０（１９７５）年の第３０回国連総会において昭和５１（１９７６）年～昭和６０（１９８５）年を「国連婦人の１

０年－平等・発展・平和」とすることが宣言されました。「国連婦人の１０年」の中間にあたる昭和５５（１９８０）年には、
コペンハーゲンで「国連婦人の１０年中間年世界会議」（第２回女性会議）が開かれ、「国連婦人の１０年」の最終年にあたる
昭和６０（１９８５）年には、ナイロビで「国連婦人の１０年世界会議」（第３回世界会議）が開かれ、「女性の地位向上のた
めのナイロビ将来戦略」が採択されました。 

 困難な問題を抱える女性 
性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により、日常生活、または、社会生活を円滑に営む上で

困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む）のことです。 
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 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 
女性が日常生活や社会生活を営む上で、性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により困難な問

題を抱えることが多いことに鑑み、困難な問題を抱える女性の福祉の増進を図るため、困難な問題を抱える女性への支援に関
する必要な事項を定めることにより、困難な問題を抱える女性への支援のための施策を推進し、人権が尊重され、女性が安心
して、かつ、自立して暮らせる社会の実現に寄与することを目的としています。 

さ行 
 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法） 

働く場面で活躍したいという希望を持つ全ての女性が、その個性と能力を十分に発揮できる社会を実現するために、女性の
活躍推進に向けた数値目標を盛り込んだ行動計画の策定・公表や、女性の職業生活における活躍に関する情報の公表が事業主
（国や地方公共団体、民間企業等）に義務付けられました。 

 ジェンダー平等 
全ての人が生まれ持った生物学的な性別（セックス）にかかわらず、平等な機会と権利を享受することを指します。人間に

は生物学的な性別が存在しますが、社会には「男性らしさ」や「女性らしさ」といった概念があり、これらは文化や時代によ
って異なります。このように、社会が作り出した性別の役割や特性を「社会的性別」（ジェンダー）と呼びます。ジェンダー平
等は、これらの社会的性別に基づく偏見や制約から自由であること、そして全ての人が自分の性別に関係なく同じ権利と機会
を有することを目指しています。 

 ジェンダー・ギャップ 
社会的性別（ジェンダー）に基づく不平等や格差を指します。 

 世界女性会議 
昭和５０（１９７５）年の国際婦人年以降、５～１０年ごとに開催されている女性問題に関する国際会議です。 

 セクシュアル・ハラスメント 
他の者を不快にさせる職場における性的な言動（職員が他の職員を不快にさせること。職員がその職務に従事する際に接す

る職員以外の者を不快にさせること。職員以外の者が職員を不快にさせること。）や、職員が他の職員を不快にさせる職場外に
おける性的な言動のことであり、それにより不利益を受けたり、労働環境などが害されることです。 

 セクシュアル・マイノリティ（ＬＧＢＴＱ） 
レズビアン（Ｌ）、ゲイ（Ｇ）、バイセクシュアル（Ｂ）、トランスジェンダー（Ｔ）、クィア（Ｑ）の頭文字を組み合わせた

用語です。これは性的指向や性自認について包括的に言及するために使われます。また、性的指向や性自認に関連する多様性
を尊重し、平等な権利と機会を提供することを目指す運動やコミュニティを指すこともあります。 

た行 
 男女共同参画社会 

男女が社会の対等なパートナーとして、家庭生活・仕事・地域活動等のあらゆる場面で平等に権利をもち、一人ひとりの個
性と能力が十分に発揮でき、利益も責任も分かちあえる社会のことをいいます。 

 男女共同参画社会基本法 
平成１１（１９９９）年６月２３日に公布され、同日に施行されました。この法律は、男女が対等な社会の構成員として、

各分野への参画機会が確保され、政治的、経済的、社会的、文化的な利益と責任を共に担う社会を目指しており、男女共同参
画の実現を推進する基本的な方針や取組が定められています。 

 男女雇用機会均等法（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律） 
雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等に関する法律です。昭和６１（１９８６）年の施行当初、各種差別の禁止項

目は努力義務でしたが、平成１１（１９９９）年の改正により禁止規定となりました。平成１９（２００７）年の改正では、
出産・育児などによる不利益取扱が禁止され、これまで規制されていなかった男性に対する差別やセクシャルハラスメントの
禁止が規定されました。また平成２９（２０１７）年の改正では、マタニティハラスメントに対する防止措置を講じることが
事業主の義務になりました。さらに令和２（２０２０）年６月のパワハラ防止法と合わせて、セクシャルハラスメント防止強
化についても改正されました。 

 ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 
配偶者や恋人など密接な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力のことです。 
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は行 
 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法） 

配偶者や元配偶者からの身体的、精神的、または経済的な暴力を防止し、被害者を保護するために設けられた法律です。こ
の法律は、２００１年に制定され、以来、被害者支援の充実や加害者への対応措置の強化を目的として数回にわたり改正され
ています。ＤＶ防止法は、ＤＶを社会問題として捉え、被害者を保護するとともに、加害者に対する更生を促し、家庭内暴力
の根絶を目指すことを目的としています。 

 パートナーシップ制度 

同性同士の婚姻が法的に認められていない日本において、自治体が独自にＬＧＢＴＱカップルに対して「結婚に相当する関
係」とする証明書を発行し、様々なサービスや社会的配慮を受けやすくするものです。 

 フレックスタイム（フレキシブルタイム） 
従業員が自分の勤務時間を柔軟に設定できる働き方のことです。 

 北京宣言及び行動綱領 
第４回世界女性会議で採択されました。行動綱領は１２の重大問題領域にそって女性のエンパワーメントのためのアジェン

ダ（会議の見出し・進行表またはストーリ）を記しています。具体的には、（１）女性と貧困、（２）女性の教育と訓練、（３）
女性と健康、（４）女性に対する暴力、（５）女性と武力闘争、（６）女性と経済、（７）権力及び意思決定における女性、（８）
女性の地位向上のための制度的な仕組み、（９）女性の人権、（１０）女性とメディア、（１１）女性と環境、（１２）女児、か
ら構成されています。 

ま行 
 メディア・リテラシー 

メディアの情報を主体的に読み解く能力、メディアにアクセスし、活用する能力、メディアを通じコミュニケーションする
能力の３つを構成要素とする複合的な能力のことです。 

ら行 
 ライフスタイル 

生活様式のことであり、衣食住だけでなく、交際や娯楽等も含む暮らしぶり、さらには、生活に対する考え方や習慣等も含
まれます。 

 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ 
「性と生殖に関する健康と権利」と訳され、全ての人、中でも女性が生涯にわたって、自らの健康の保持増進と自己決定を

図ることと、そのための身体的・精神的・社会的な諸権利が基本的人権として保障されていることを指します。 

 リモートワーク 
従業員がオフィス外の場所（例えば自宅やカフェなど）で仕事を行う働き方のことです。 

わ行 
 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・介護の時間や、家族、地域、自己啓発
等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活ができるよう、仕事と生活の調和を図ることです。



  

 

 

  




